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は じ め に

インドは近年８パーセント程度の高成長を維

持し多くの人々の関心を集めている。高成長に

伴い貧困線以下の人口はその絶対数および比率

ともに１９９０年代後半以降，確実に減少し，独立

以来ようやくテイクオフを遂げつつあるという

ような楽観的な評価が多くみられるようになっ

た。しかし近年，インドでは高成長のボトルネ

ックとなるポイントも顕著になってきた。なか

でももっとも大きな問題は農村，農業の相対的

な停滞である。通説では，インドの農業は１９６０

年代から７０年代の「緑の革命」によって，少な

くとも７０年代末以降は大規模な食糧輸入を行わ

なくてもよいという意味で「自給」を達成し，

モンスーンが不順な年でも緩衝在庫などによっ

て危機を自前で乗り越えられるようになったと

される。農民階層間の大きな経済格差，後進性

など様々な問題を抱えつつも，少なくとも農業

生産の「量」に関する限り大きな成果を収めた

ものとみなされていたわけである。しかしなが

ら，灌漑の普及率が低く（注１），モンスーンの出

来に農業生産が大きく左右されるという構造は

未だに解消されていないし，また近年，人口成

長が続くなかで食糧穀物生産の停滞傾向が顕著

にみられるようになった（注２）。

前の国民民主連合（National Democratic Alli-
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《要 約》

インドの農村開発においては，州政府による開発行政とパンチャーヤット制度を通じる住民の参加

が大きな役割をするものと伝統的に期待されてきたが，実際は多くの州で目立った実績はあげられな

かったといってよい。特に北インドではそうである。しかし１９９２年末の憲法第７３次改正で「パンチャ

ーヤット制度」が強化され，それに伴って開発行政の位置づけも変化したことで，沈滞気味であった

開発行政の様相にも変化が現れることが期待された。本稿はこのような位相にある北インド，ウッタ

ル・プラデーシュ州の東部の２つの県において，フィールド調査に基づいて「郡開発室」という農村

開発行政の末端の現状を農民の視点から評価する。調査結果から開発行政による財やサービスの供給

には様々な問題点があることが明らかになるが，そのような状況で村民がどのような選択を行ってい

るか示される。
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ance）政権（１９９９～２００４年）も農村，農業の停

滞については危機感を募らせ，政府は２００４年に

「農民問題に関する国立委員会」（National Com-

mission on Farmers）を設置した。同委員会は２００４

年に現在の「統一進歩連合」（United Progressive

Alliance）政権が成立したことにより，改組さ

れた後，２００５年に最初の報告書を提出した。報

告書の基調は問題を解決するために近代的技術

や知識集約的な農業を目指すべき，という点で

あった。現政権も近代的技術・知識のさらなる

適用によって農業問題を克服することを「第２

の緑の革命」と呼び，その必要性を強調してい

る（注３）。

農業普及事業の核心部分は近代的技術・投入

財の普及であるが，しかし，近代的農業を普及

させる役割を本来担うべき政府の「農業普及事

業」（extension services）の実態については「公

的な機関はほとんど機能不全」であると報告書

は厳しく批判した［National Commission on Farm-

ers２００５，１４４］。農業普及事業においてもっと

も重要な部分は末端で農民と接触する「郡開発

室」（Block Development Office）であるが，郡開

発室にそのような能力はないことが批判された

わけである。現在では郡開発室の役割は投入財

や，以下に触れる「貧困緩和事業」に関係する

行政サービスを単に「配達」することになって

しまっている（注４）。そのような状況を改善する

ためにも同報告書は，従来の政府行政組織に加

えて，開発への住民参加のチャンネル，および，

地方自治組織である「パンチャーヤット制度」

（Panchayati Raj）や民間団体などによる普及の

可能性を探るべき，と強調している［National

Commission on Farmers２００５，１３２，１４４］。

一方，農業近代化は発展の必要条件ではある

が，生産力拡大の成果が土地をもたない農業労

働者や土地をほとんどもたない零細農に自動的

に波及してその生活の向上につながることは期

待できない。インドの貧困問題の核心部分であ

る農業労働者や零細農は，社会的には「指定カ

ースト」，「指定部族」とよばれる人々が多く，

社会的にも抑圧されている階層である（注５）。農

業労働者層は２００１年人口センサスによると全就

業人口の２６．５パーセント，絶対数にして１億７００

万人を占める。このような不平等な構造が今日

まで根強く残っているひとつの大きな原因は，

独立後の改革，とりわけ，「土地改革」が，当

時の政治権力構造などから，極めて不徹底に終

わってしまったことにあると考えられる。その

ような構造が自然には解消されない以上，貧困

大衆の支持を必要とする民主主義国家において

は状況改善のために政治が関与せざるをえない。

１９６０年代後半の経済危機を契機として，インド

政府がいわゆる「農村貧困緩和事業」を強化し，

貧困層をターゲットとして，小規模な生産的資

産の取得の手助け，雇用供給などの事業を強化

したのはそのような考えからである（注６）。農村

貧困の解消は長期的には非農業部門（注７），とり

わけ近代的工業部門の成長と雇用創造によらね

ばならないであろうが，それが容易には実現し

ない以上，農村貧困層を特別のターゲットとし

てその底上げをはかるという政策が必要とされ

たのである。近年では２００５年に「全国農村雇用

保障法」が可決され単純労働を厭わない世帯に

年間最低１００日の雇用を州政府が保障する画期

的な事業が開始された（注８）。経済成長が著しい

今日においてさえこのような政策が立案されな

ければならないところに，不平等な構造，開発

の遅れといった諸問題が現在でも強固に存在す

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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ることが如実に示される［Kozel and Parker

２００３］。貧困緩和事業の多くは今日，末端部で

は郡開発室と，住民の意見，ニーズを反映させ

るためのパンチャーヤット制度が共同で実施す

ることになっている。

以上のように，「農業の近代化」，および，「農

村貧困緩和」という２つの大きな課題は今日ま

で残っており，それを解決するために政府の何

らかの直接的介入が必要とされてきた。その介

入の形態が農村開発行政であり，末端でその行

政を担うのが，１９５０年代から６０年代にかけて整

備された「郡開発室」である。全インドにわた

り６０００以上を数える郡開発室は農村における行

政基盤であり，開発行政のみならず，他のさま

ざまな業務も引き受けてきた（注９）。

以上のように農村との接点において開発行政

の要となるべく整備された郡開発室であったが，

しかし，その実績は，無能力や腐敗，あるいは，

農村の封建的かつ極めて不平等な社会経済およ

び政治状況などさまざまな要因によって芳しい

ものではなく，農村開発行政は農村社会の変革

には大きな役割を果たせなかったといってよい。

もっとも，まったく何も影響がなかったという

ことも極端であろうが。本稿の対象とするウッ

タル・プラデーシュ（UP）州では，分権化推

進のための中央政府による１９９２年末の憲法第７３

次改正で「パンチャーヤット制度」が強化され，

それを受けて９４年にパンチャーヤット制度に大

きな改正があり，新制度が９５年から施行され

た（注１０）。これがその意図通りに農村開発行政に

人々の声を強く反映させる制度的変革であるな

らば，すでに１０年以上を経過している今日にお

いてパンチャーヤット制度を通じて農村開発行

政と人々との関わり合いはより鮮明になってい

る可能性がある。本稿はこのような位相にある

近年の農村開発行政の実態を村人の視点から探

ったものである。

Ⅰ 問題の所在──UP州における

農村開発行政を中心として──

この節では問題の構図を過去の研究をサーベ

イしつつ整理してみたい。

２００２年の世界銀行の報告書はUP州の「ガバ

ナンスと貧困削減」を評価して，「州行政の（開

発への挑戦に対する──筆者補足）対応は緩慢で，

全般的に効率性が低下している」と述べ，その

原因として，行政の政治化，１９６０～７０年代にか

けての行政機構の分化と乱立，限られた資源を

浪費する行政官の増大，いい加減な支出管理状

況などをあげている［World Bank２００２，５５―５６］。

その結果多くの行政的便益が地方のエリートに

流れてしまったりして浪費されていること，し

かし，１９９５年の新しいパンチャーヤット制度の

導入は状況を改善する可能性があることなどを

指摘している［World Bank２００２，６７―６８］。だい

たいにおいてUP州の現状をついたものとなっ

ている。以下問題点を掘り下げてみよう。

１９９０年代までのUP州の開発政治および開発

行政の的を射た評価はドレーズとガダルによる

ものであろう。彼らによると，UP州で人々の

社会的経済的状況が改善されないのは単に個人

レベルでの所得が低いということだけではなく

て，その所得をスムーズに福利厚生に変換する

ことが難しいことに原因がある，という。そし

てその変換がうまくいかないもっとも大きな理

由は，保健衛生，小学校，農村開発行政といっ

た政府・公的機関がまともに機能していないか
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らである，とする。政府機関をうまく機能させ

るには人々の「公共活動」（public action）が重

要であるが，UP州では社会の分裂性，後進性

などの要因からそれは低調である。このような

全体的構図の特徴を彼らは「惰性」（inertia）と

表現する。彼らによればこの「惰性」が生じて

いるひとつの大きな要因は，社会的後進性に加

えて，階級，カースト，ジェンダー間の不平等

が集積した結果としての政治力の集中により，

弱者層など幅広い階層の実質的な政治参加がな

く，ひいては社会の変化が妨げられていること

にある。このような状況では，パンチャーヤッ

ト制度による民主主義的分権化や選挙などによ

っても，低階層の積極的参加による行政実績の

向上をはかることは難しい，とする［Drèze and

Gazdar１９９８］。

農村開発で，もし強固な「支配構造」があれ

ば，それは利益配分，効率性を決める大きな要

因となることは間違いない。UP州で農村開発

行政と農村の支配構造の関係を探った実証的研

究でもっとも定評があるのはリーテンとシュリ

ヴァスタヴァの１９９９年の研究であろう。彼らの

研究の中心は，農村の経済的，社会的支配構造

の分析である。特にパンチャーヤット制度が再

導入された時期の分析が行われ，そのなかで開

発行政の実態，村の政治権力構造などが分析さ

れている。伝統的な支配構造では，大土地所有

者でもあるブラーマンやタークルなど高カース

トが村の支配構造の中心となっていた（注１１）。し

かし，彼らによると，不完全であったが１９５０年

代の土地改革，郡開発室の整備や医療機関，学

校など様々な行政の農村部への伸張，さらには

パンチャーヤット制度の一応の整備によって，

一定の土地を得て経済力を蓄えたヤーダヴやパ

テール（クルミー）など中間的カーストが徐々

に伝統的な高カーストに対抗して政治力を増し

てきた。そのような状況を反映して，村の自治，

特に開発行政へ村人の要求を反映させるパンチ

ャーヤット制度でも中間的カーストが大きな影

響力をもつようになったとする。一方，もっと

も弱い層である指定カースト・指定部族につい

てはまだ現実には社会的に非常に弱い立場にあ

るものの，民主主義的制度，特に選挙制度を通

じて村レベルでも徐々に存在を主張しつつあり，

リーテンとシュリヴァスタヴァはそれら弱者層

が新しいパンチャーヤット制度などを通じて上

昇する兆候を多く見いだしている［Lieten and

Srivastava１９９９］。

リーテンとシュリヴァスタヴァの分析は豊富

なフィールドサーベイによって支えられ，支配

構造，開発行政の問題点，特に腐敗など農村の

草の根レベルの状況をかなり的確にとらえてい

るといえる。その研究はドレーズとガダルの分

析とは多くの点で重なるが，農村の弱者層が社

会的，政治的に積極的に進出する多くの兆候を

見いだし，農村社会の流動化が加速する条件・

可能性をより評価している点が異なっていると

思われる。その点でドレーズとガダルの「惰性」

の構図から抜け出す可能性を広く認めていると

いってもよい。

実際，パイやチャンドラの研究などが示すよ

うにUP州では伝統的に社会の最下層に押しと

どめられていた指定カーストや指定部族も，

１９８０年代後半以降選挙政治，とりわけ「大衆社

会党」（Bahujan Samaj Party）を通じて政治的独

自性を急速に鮮明にしてきた［Pai２００２；

Chandra２００４］。その影響は今日村レベルの政

治においても見いだせる。これには，中央政府

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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レベルで弱者層により重点をおく政治状況が

１９６０年代末から現出してきたことによるところ

が大きい。１９７１年の選挙ではインディラ・ガン

ディー首相が「ガリビー・ハタオー」（貧困追

放）を叫んで，数々の貧困緩和政策を打ち出す

など，政策レベルで弱者層重視へ一定のシフト

があった。

要するに今日UP州では農村の社会政治状況

がかなり流動的なものになっていることは認め

てよいであろう。地域的濃淡はあるが長期に渡

り固定的な「支配構造」というような概念で村

の政治を語ることはもはや難しい。ただしそれ

は一部の有力者やグループが開発利益を支配す

るようなことがない，ということではない。む

しろ，そのような状況は頻繁にみられる。しか

し，それは階層的にも時間的にも固定されてお

らずパンチャーヤットの選挙などで流動化する

傾向が強い。流動性は表面的にはカースト政治

として現出する場合も多いが，主要な動因は経

済的利益をめぐる競合という性格が強い（注１２）。

以上のように農村開発行政を取り巻く状況は

総じて大きな「歪み」をもたらすところの固定

的な「支配構造」の影響は薄れていると考えら

れる。したがって近代的農業普及事業や，農村

弱者層向けの貧困緩和事業もより正常な形で実

施される可能性が高まったはずである。しかし，

現実には独立後半世紀を経ても開発行政は未だ

期待された役割を十分果たしていないことは幾

つかの研究から明らかである（注１３）。

仮に村の「支配構造」がもはや大きな問題で

はないとすると何が機能不全の原因なのであろ

うか（注１４）。行政機構の構造に問題点を指摘する

のが，長年UP州の開発行政の問題に取り組ん

できた行政官であるダールとグプタである。彼

らもUP州の行政サービスの「配達」は全般的

に機能不全に陥っており，質，効率性とも悪い

と評価する。彼らの主張の要点は効率的な配達

のためには機能を体系的に集中（convergence）

することが必要という点である。すなわち投入

財，信用，貧困緩和事業などバラバラに行われ

ている行政機能を適切にまとめた上で一体とし

て住民に提供することが必要であるとし，これ

がうまくいっていないことが原因とする［Dhar

and Gupta１９９９，９０―９６］。「行政機能を適切にま

とめる」というのは目新しい発想ではなくて，

本来郡開発室が目指したものである。郡開発室

は農業，畜産，農村開発，村落工業，統計など

関連する部局の機能をチームとしてまとめ，村

人に対して一体の窓口として機能することが求

められた。そのため図１に示すよう郡開発室に

は多目的ワーカーとして「村開発・パンチャー

ヤット官」（Village Panchayat and Development Of-

ficers）が置かれ，担当の村についてほとんど

全ての開発行政機能を受けもつようになってい

る。

しかしながら，ダールとグプタの主張するよ

うに郡開発室の行政機能がよく調整のとれた形

で統合されたとしても，開発行政機構における

「機能不全」が解消されるかどうかは１９５０年代

からの郡開発室の経験に照らせば非常に疑問で

あろう。開発行政が村人と向き合うものである

以上，村人の声にどう反応するかが問題であっ

た。村人の声により反応しやすくなる機構的変

化がパンチャーヤット制度の強化＝分権化であ

った。前述したようにUP州では１９９４年に新パ

ンチャーヤット制度が施行された後，パンチャ

ーヤットへの権限委譲（注１５），州財政委員会の設

立による財政的裏付けの強化など（注１６），分権化
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が進み，また，施行後は１９９５年から５年ごとの

定期的選挙が現在まで確実に行われている（注１７）。

それでは既に１０年以上が経過した新パンチャー

ヤット制度は機能不全状況を大幅に改善したで

あろうか。他の研究や本稿の調査が後に示すよ

うに，改善への可能性はいくつかみられるもの

の，平均的には大幅な改善はないといってよい

と思われる。ともすれば末端レベルの行政サー

ビスの「万能薬」ともみられる傾向のある「分

権化」の何が問題なのか検討する必要があろ

う（注１８）。

分権化による行政機構，政治家，村人の関係

を考えるために「アカウンタビリティ」（答責

性）という視点から以下簡単に検討する。近年，

分権化をめぐる議論では，分権化は確かに人々

の「参加」レベルをあげるが，しかし，参加は

自動的に機能不全の解消につながらないことが

問題とされてきた。そして，そのような問題を

分析する際に重要視されるのが「アカウンタビ

リティ」である［Blair２０００］。インドについて

もムーケールジーの議論などにみられるようア

カウンタビリティは分権化も含むところの「ガ

バナンス」議論のキー概念となっている［Mook-

herjee２００４］。また憲法改正時の次のような議

論にみられるように実際の政治過程でも分権化

の推進には「アカウンタビリティ」を高めると

いう意図があった。１９９２年末の中央レベルのパ

ンチャーヤット制度の立法は，もともと８９年に

ラジーヴ・ガンディー首相（国民会議派）の下

で最初に試みられたものであるが，当時の国民

会議派の説明文章によるとその目的は次のよう

なものであった。「現在では精巧な“開発官僚

制”がフィールドでも，より高いレベルでも働

いている ……（中略）…… また地方自治体

や協同組合も存在する ……（中略）…… こ

のような全体構造を再検討し，単純化し合理化

する必要がある ……（中略）…… これは単

に出費を削減するためでなく，地方レベルで効

率を上げ，アカウンタビリティを保障し，水平

的調整を適切に行うためである」［Congress

Committee on Policy and Programmes n.d., 6］。

一般論として選挙民は選挙を通じて政治家に

影響を与え，政治家は行政機構をコントロール

し，そして官僚は選挙民に必要とされる公的財

やサービスを「配達」（delivery）するという循

環的なアカウンタビリティの「回路」をつくる。

単純化すればこのような循環過程によってアカ

ウンタビリティを確保する。インドの場合この

ような回路は図１で示すように重層的に存在し

ている（注１９）。図１では垂直的に重なるアカウン

タビリティの回路を便宜的に３つのレベルにわ

けて示している。中央政府，州政府の上位の回

路の場合，選挙は問題を抱えつつも比較的公正

なものとみなされ，また１９９４年の改正以降，UP

州ではパンチャーヤット制度の選挙も比較的適

正に行われており，中位，下位でも政治家の選

出は制度にそってかなり適正に行われていると

みるべきである。しかし，上位の回路と中位，

下位の回路においては政治家と官僚のコントロ

ール関係はかなり異なる。

上位の中央政府，州政府の場合，行政機構は

政府（政治家）のコントロールに一意的に服す

る。しかし，中位，下位の場合，行政機構は各

レベルの政治家にコントロールされる面と，上

の政治・行政機構にコントロールされる面に分

かれる。前者を仮に「水平的コントロール」，

後者を「垂直的コントロール」とすると，垂直

的コントロールの方が水平的コントロールより

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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も強い場合，そのレベル内のアカウンタビリテ

ィの回路によるコントロールは薄れ，地方自治

体としての性格は弱まるであろう。逆に水平的

コントロールが強まると自治の性格が濃くなる

反面，上位の政治・行政機構からの垂直的コン

トロールは弱いのでその「自治体」に「問題」

が起こっても上位からそれを修正できなくなる

可能性が高い。過去の研究から，分権化が上の

機関によるモニタリングなど垂直的コントロー

ルが弱体なまま行われる場合は，腐敗はかえっ

て広範囲に広がり「腐敗の分権化」となる可能

性が高まる［Véron et al.２００６］。また，「垂直的コ

ントロール」の強化がなければアカウンタビリ

ティを確保することが難しいのは以下のような

今日の末端部開発行政の状況がある。

現在，中央，州政府レベルから村パンチャー

ヤット制度に分配される開発事業の多くは村パ

ンチャーヤット側の追加支出を伴わないもので，

また，ほとんどの村ではパンチャーヤット制度

のために「税」を課しておらず財政自治にはほ

ど遠い（注２０）。村長などは税を課すと村人の不評

をかう，という認識があるからである。いわば

政府開発事業の多くは村民にとって上からの

「贈り物」である。したがって，村人の費用負

担感がない分その一部分がどこかに消えても

（「リーク」＝腐敗），自分が直接的に関わる損

失とは認識しないし，それが常態とあきらめる

傾向がつよい（注２１）。したがってリークを防ぐた

めにあえて政治的リスクをかけて村レベルの政

治家（村長など）と郡開発室の官僚の癒着によ

る不正などを公に非難したりはしない。特に貧

困緩和事業の場合，受益対象は指定カーストや

農業労働者といった弱い層になるのでその傾向

が強い。彼らは資源を末端の官僚制に「依存」

するという弱い立場である（注２２）。農村貧困層の

開発行政に対する「依存症候群」（dependency

syndrome）が多くの報告書で指摘されるのはこ

のような状況がある［Government of Uttar Pradesh

２００２，１２０］。以上のような状況では強い「水

平的コントロール」が組織されることは難しく，

「垂直的コントロール」の強化がなければアカ

ウンタビリティを確保することは難しい。

また，本稿の対象とする下位のアカウンタビ

リティ回路の構成は郡開発室と村パンチャーヤ

ット制度そして村人であるが，郡開発室に対し

て県レベルの中位の行政機構によるチェックは

頻繁には行われないし，また郡開発室は物理的

に離れた場所にあり効果的な監督はその点でも

難しく，実態として垂直的コントロールが効果

的ではない。不正や怠慢に対する「罰」を与え

得るのは上の機関であるから，いくら村パンチ

ャーヤットや郡パンチャーヤットから水平的コ

ントロールを発動しようとも，罰せられる可能

性のない官僚に大きなインパクトは与えられず，

官僚は「静かな生活」を乱されることはない。

下位のアカウンタビリティ回路に対する上位か

らの適切な垂直的コントロールは明らかに機能

不全改善の「必要条件」であると考えられる。

以上より，垂直的コントロールを適切に強化

するような分権化であれば機能不全の問題はあ

る程度改善されるであろう。しかし，それだけ

では十分ではない。垂直的コントロールが適切

に発動されるためには水平的コントロールが適

切かつ強力にまず発動されることが重要である。

水平的コントロールが適切に発動されてこそ，

垂直的コントロールもより有効となる。そのた

めには村人の「集合的行動」が「必要条件」と

なる。例えば一部の有力な村人と村長だけが村
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中央政府

村民 村民 村民

州政府

連邦議会

州議会
上位アカウンタビリティ回路

中位アカウンタビリティ回路

下位アカウンタビリティ回路

県（District）

主席開発官（Chief Development Officer）

県パンチャーヤット
（Zila Panchayats）
議長　＋　メンバー

郡パンチャーヤット
（Kshettra Panchayats）
議長　＋　メンバー

村パンチャーヤット　－　村会（Gram Sabha）
（Gram Panchayats）
村長（Pradhan）＋　メンバー（Panch）

開発郡（Development Block）

郡開発室（Block Development Office）
　郡開発官（Block Development Officer）
　副開発官（Assistant Development Officers）
　村パンチャーヤット・開発官
　（Village Panchayat and Development Officers）

～～～～～～～

を代表して事業の適正化を郡開発室や上位の機

関に求めても大きな圧力とはならない（注２３）。

村人によるまとまった「集合的行動」が生ま

れ，それが適切な水平的コントロールとなるに

は，幾つかの条件が必要である。これに関して

重要な研究はA・クリシュナの実証的研究であ

ろう。彼はラージャースターンとマディヤ・プ

ラデーシュの村レベルの開発とそれに関わる

「エージェント」（村のリーダー），および，村

人相互の信頼感，協力度，村の制度への参加度

を総合した「社会資本」（注２４）や政府の制度など

の関係を調べて，村の経済発展，村の社会的安

定性，政治参加のためには質の高いエージェン

ト，および，良好な社会資本の状況という２つ

の変数が重要とした［Krishna２００２］。クリシュ

ナの議論での「政治参加」は村の政治を介して

行政機関へ影響を与えることであり，水平的コ

ントロールに重なるものである。したがってエ

ージェントと社会資本の問題は水平的コントロ

ールがどのようにしたら強力に組織されるかと

いう問題につながる。これを本稿との関係で一

般化すると，まず優れた指導者（＝エージェン

ト）の存在が村人をまとめたり，代表として行

政機構や上位の政治的組織などへ村の要求を提

出するために重要である。逆に指導者の質が悪

く私的利益を優先する場合は村人の信頼は得ら

れず，集合的行為も組織されないであろう。

次に「社会資本」であるが，これは今まで述

べてきた村の支配構造や社会構造と密接に関係

する。既に述べたように伝統的固定的な「支配

図１ 開発行政機構とパンチャーヤット制度

（出所） 筆者作成。
（注） 「上位」，「中位」，「下位」の「アカウンタビリティ」は筆者による付加。

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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構造」は今日ではあまりみられないとしても，

例えば村の派閥やカースト間の対立が激しかっ

たりして信頼と協力関係が希薄で，社会資本が

弱い場合は，仮に優れた指導者がいても集合的

行動はとることが難しく，社会的政治的に力の

ある一部の有力者やグループが行政機構を都合

のよいように利用する傾向が強まる［Fuller and

Harass２００１，２５］。パイがいうように，カース

トやそれと重なる経済的利害関係によって社会

的な信頼が「分節化」した「社会資本」の状態

では［Pai２００４，６１］，共同して村全体の集合的

目標を達成することは難しい。

また一般的に農村でみられる男性優位の社会

構造も望ましい「社会資本」という観点からは

問題であろう。女性の「声」が公の場にでてこ

ないということは性差に起因する様々な社会問

題が放置されたまま続くということを意味する。

そのような状況を改善するために県──開発郡

──村会の３層のパンチャーヤット各々のレベ

ルで指定カースト・指定部族に加えて女性に対

しても議席の留保がなされているが，まだ大き

な効果はみられない。女性は留保制度などによ

って確かに３分の１の議席を得たが，しかし実

際の発言，影響力となると，夫や親戚，有力者

の代弁をしているだけとの評価が多く，実質的

にまとまった「声」とはなっていない（注２５）。い

ずれにせよ，「社会資本」論で議論されるよう

に「社会構造」が集合的行動のあり方，例えば

村人から行政機関に対するまとまった要求の

「声」の形成に大きな影響を与えることは間違

いない。

最後に，より広い視点からなぜ集合的行動の

実現が難しいか理論的に考えてみたい。もとも

と農業普及事業や貧困緩和事業などによって供

給される様々なサービスや財は一定程度「準公

共財」の性格をもち，その性格が強くなるに従

って，かつ，「市場の失敗」の程度に応じて公

的機関から供給されることが適当とされるもの

である。逆に市場がより効率的に供給できれば，

公的機関による供給は必要がなくなる。例えば

大都市に近ければ化学肥料や殺虫剤，家畜のた

めの薬などは民間企業から容易に手にはいり，

それだけ郡開発室など政府の役割は小さくなる。

本稿で検討対象とする財やサービスはそのよう

な性格をもつ。村人は政府機関のサービスが必

要なければ，機能不全の改善を求めて要求の

「声」（voice）をあげるよりも，そこから「退

出」（exit）し民間の財・サービスを求めること

が合理的であろう。とりわけ腐敗など様々な機

能不全から村人の間で行政機構に対してまった

く「期待感」がなく従って「忠誠心」（loyalty）

がない状況では退出を妨げるものはほとんど何

もない。いうまでもなくこのような図式はハー

シュマンのものである［Hirschman１９７０］。

また，「声」はより多くの村人が集合的にま

とまってあげなければ「水平的コントロール」

として有効にはならないが，「声」を集合的に

組織することは，オルソンの集合行為論［Olson

１９６５］に従えば，村人の数が多ければ多いほ

ど難しくなる。すなわちより強力な「声」を集

合するためにはそれを組織するものにとっても，

組織されるものにとってもより大きなコストが

かかる。したがって，「市場の失敗」の程度の

低い財，サービスであれば，村人は大きなコス

トのかかる集合的「声」をあげるより，行政機

関との関係から退出し，民間から得ることが合

理的である［Paul１９９２，１０４８］。しかも垂直的

コントロールがあまり有効ではない状況では集
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合的「声」＝水平的コントロールを強めても行

政機関にはインパクトを与えることは難しいか

ら，退出という選択肢の方がより現実的なもの

となる。

以上の議論から村人が退出を選択するかどう

か，または，どの程度，集合的行為が組織され

るかどうかは，財やサービスがどの程度「準公

共財」としての性格を持つか，そして，村人を

囲む経済環境の変化によってどれだけ低コスト

で民間部門が供給できるかによるということに

なる。

この節は主要な既存研究から末端部における

農村開発行政の問題構造を整理した。議論をま

とめると，まず第１に現状認識として末端の開

発行政の農業普及や貧困緩和事業，そして村パ

ンチャーヤット制度では有力者への利益の集中，

無責任，腐敗など機能不全が広く存在すること

は間違いない。

第２に，機能不全の原因として，かつては農

村の固定的な「支配構造」が考えられたが，近

年固定的な「支配構造」なるものは多くの地域

で弱体化しつつあり，それが「開発行政」を歪

める大きな原因とは現在では考えられない。た

だしそれは一部の有力者やグループが開発利益

を私物化するような状況がないということでは

なく，むしろ，そのような状況は頻繁にみられ

るが，それは階層的にも時間的にも固定的な支

配「構造」とは呼べないであろう。

第３に，現在の分権化の特徴に関して，アカ

ウンタビリティ回路の議論では下位の郡開発室

・村パンチャーヤット制度の分権化の特色とし

て垂直的コントロールが効果的ではなく，それ

が機能不全の状況が改善されないひとつの大き

な理由であるとした。

以上，第１，２，３の点は，多くの研究で実

証的に示されており，大きな疑問はないと考え

られる。本稿でもこれらの点を前提とする。た

だし，第１点に関しては機能不全の具体的あり

方はケースバイケースで違うと考えられ，それ

を実証的にまず詳細に把握することが全ての議

論の出発になる。

第４に，機能不全の状況を改善するためには

水平的コントロールも重要で，そのためには村

人の集合的行為が重要であるが，それが効果的

に組織されるためには，優れた指導者，村人間

の信頼や協力関係レベルの高い社会構造といっ

た要素が必要条件となる。

第５に，行政機関の提供する財・サービスの

多くは程度の差こそあれ「準公共財」としての

性格が濃厚であるが，それが機能不全にある行

政機関から得るよりも，相対的に民間から得や

すい場合，村人は民間からそれを獲得または購

入する。それは行政機構とのかかわりから退出

することを意味し，集合的「声」の組織化＝水

平的コントロールの可能性を低める。

本稿の課題は上の第４，５点について実証的

に検討することである。具体的には，上の叙述

と順序は逆になるが，まず第５点について，郡

開発室や貧困緩和事業に関して機能不全の具体

的状況を特定し，そのような問題があるなかで

どのような村人がその財やサービスを利用し，

それをどのように評価しているか探る。次に第

４点に関して村パンチャーヤット制度の機能不

全の様態，および，その評価を検証した上で，

指導者の役割，社会構造の影響を考える。最後

にこのような末端の郡開発室・村パンチャーヤ

ット制度が全体として村人の生活でどのような

重みを占めているのか検討する。そうすること

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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で末端の開発行政の評価がより鮮明になるから

である。

以上のように本稿は過去の研究を基に一定の

仮説的フレームワークを敷いているが基本的に

は帰納的な実証研究であり，従来の分析では検

討の網の目にも入ってこないできるだけ幅広い

説明変数をも導入して農村開発行政の現場にお

けるより全体的な構図を示す試みである。

具体的な分析に入る前に次節では調査地域，

調査の手順などを説明する。

Ⅱ 対象地域とサンプリング

対象地域はUP州東部の中心都市アラハバー

ドを有する，アラハバード県とコウシャーンビ

ー県である。両県は１９９７年に旧アラハバード県

が２分割されてできたものである。調査はアラ

ハバード県から２カ所，コウシャーンビー県か

ら１カ所を選び，２００５年から２００６年にかけて断

続的に行った（注２６）。図２からわかるようにアラ

ハバード市を有するアラハバード県はUP州内

でも比較的に先進的であるが，隣接するコウシ

ャーンビー県はかなり後進的な県である。サン

プリングの手順の説明に入る前に開発行政の機

構，地理的な特色を確認する。

州政府以下の開発行政，地方自治の機構は先

の図１の通りである。州政府から続く農村開発

局，すなわち開発行政のラインは県，「郡開発

室」と続く。この郡開発室は農業普及事業やコ

ミュニティ開発の要の行政機関として１９５０年代

以降各地に展開されたもので，農村開発行政の

要である。図１のように１名の郡開発官の下に，

農業，畜産，パンチャーヤット，協同組合，統

計などを担当する複数の行政系列の副開発官が

配置されているが，これは州農村開発局のライ

ンからではなく，各部局から派遣されてきた官

図２ 識字率と都市化率からみたUP州における

アラハバード県とコウシャーンビー県の位置，２００１年

（出所） Office of the Registrar General（n.d.−a, Table 8［Literacy rate by sex and
gender gap in literacy rate］）より筆者作成。
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村会域（Gram Sabha area）

自然村

自然村

・
・
・

行政村

自然村

自然村

・
・
・

行政村

・・・

僚である。彼らの行政ラインは違うが，農村開

発に関連する官僚であり，それをチームとして

まとめることによって効率的な開発行政を行う

ことが郡開発官の役割である［Government of Ut-

tar Pradesh１９８６，３２］。また，その下に「多目

的ワーカー」として「村開発・パンチャーヤッ

ト官」（注２７）が数十名おかれ，村に出向いて村人

と直接接触して行政を行う。

行政ラインの県と対応する形で県パンチャー

ヤット，郡開発室の所管である「開発郡」（De-

velopment Block）（注２８）と対応する形で郡パンチャ

ーヤットがあり，各レベルで両者は密接に関係

している。郡パンチャーヤットの下には「村パ

ンチャーヤット」があるが，上位２層と違って，

村パンチャーヤットは「村会」に付随する形に

なっている。村会は成人村人の全体総会であり，

理念的には自治への直接参加を体現する仕組み

である。村パンチャーヤットは村会の執行機関

という位置づけになる。村パンチャーヤットを

司る村長（Pradhan）は成人直接選挙で選出さ

れ，また，村会で３分の２以上の賛成で罷免さ

れる［Eastern Book Company２００４，１１―B条，１４

条］。村会は図３のように複数の行政村からな

り，また，行政村は複数の自然村からなる。こ

れは村会の最小構成人口が１０００人と決められて

いることに関係する［Eastern Book Company

２００４，１１―F条］。アラハバード県，コウシャー

ンビー県はそれぞれ１４２５，３８７の村会を含

む（注２９）。村会の地理的広がりを本稿では「村会

域」とする。県，開発郡の地理的位置は図４の

通りで，アラハバード県は２０の開発郡，コウシ

ャーンビー県は８の開発郡をもつ。植民地時代

からの伝統的行政である徴税の系列として県の

下には「徴税地区」（Tehsil）があり，アラハバ

ード県は８つの徴税地区，コウシャーンビー県

は３つの徴税地区からなる。開発郡は独立後，

その徴税地区を分割する形で設けられた。

地理的には旧アラハバード県は図４に示すよ

うに，ガンジス川とヤムナー川によって，３つ

の特徴的な地域に分けられる。２つの大河に挟

まれる地味豊かな地域はドアーブといわれ，現

在のコウシャーンビー県はここに位置する。現

在のアラハバード県は，両大河合流地点のアラ

ハバードとガンジス川北部，および，ヤムナー

川南部からなる。調査対象となる村会域はまず

この３つの特徴的な地域から３つの郡を選択し

た。すなわち，ドアーブ地域＝コウシャーンビ

ー県からマンジャンプル郡，ガンジス川北部か

らソラオン郡，ヤムナー川南部からメージャー

郡である。マンジャンプル郡とメージャー郡の

場合はドアーブ地域およびヤムナー川南部で地

理的中心に位置する郡として選択した。同時に，

両郡はアラハバード市からかなりの距離にあり，

アラハバード市の影響を相対的に受けない郡と

しての特徴を備えるものと想定された。それに

対してソラオン郡はガンジス川北部でアラハバ

ード市に近接する郡として選択され，大都市の

何らかの影響が上の２つの郡との対比で観察さ

図３ 村会域

（出所） 筆者作成。
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れる可能性があるものと考えられた。

郡が選択された後，２００１年人口センサスから

各郡に含まれる全ての行政村の識字率および指

定カースト人口比を指標としてどちらの指標に

おいてもほぼ中位に位置する行政村を各郡から

２，ないし，３選択し，実際にその行政村を訪

れ状況を視察して調査対象を絞り，最終的にそ

の行政村が含まれる村会域を調査対象に決定し

た。行政村を決める際に識字率と指定カースト

人口比を尺度としたのは，農村開発行政の行政

サービス供給量の決定ではこれらが参考とされ

ることが多いからで，その尺度でみた各郡の平

均的な行政村を選択するためである。村会域が

決定した後，各村会域が位置する郡の郡開発室

からパンチャーヤット選挙の名簿を入手し，そ

れをもとに一定人数ごとに，インタビューを行

う対象世帯を選択した。ただし，サンプリング

された村人と面会できなかった場合は当該世帯

の他の成人と，当該世帯の成人と面会できなか

った場合は，その隣接世帯の成人を面接対象と

した（注３０）。

また，以上の調査中，村人から意見を聞く過

程で，村人が農村開発行政の様々な便益を享受

するかどうかを左右する要因として行政からの

物理的「距離」が重要である可能性が高いこと

がわかった。その点を確かめるために上の調査

村会域を「主」調査村会域とすると郡開発室に

近接する村会域を「補助」調査村会域として選

択し，同じ調査票で調査を行った。それが２００６

年１月から２月に行われた，マンジャンプル郡

図４ アラハバード県とコウシャーンビー県における開発郡と調査村

（出所） Kondo（２００８，１０５）。
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のKD村会域，ソラオン郡のJD村会域，メージ

ャー郡のDR村会域の調査である。ただしこれ

は上のようなパンチャーヤット選挙人名簿に基

づくサンプリングではなく，便宜的に各村会域

のカースト分布に大体比例する形で「主」調査

村会域の場合の約３分の１ほどの人数を選択し

て行ったサーベイである（注３１）。

調査村人の概要は表１，２，３の通りである。

県 郡 調査村会域
サンプ
ル数

宗教（人）
男性
（％）

平 均
年齢

識字率
（％）

世帯当たり
平均所有
農地（ha）

コウシャ
ーンビー

マンジャ
ンプル

主調査村会域 ６８ ヒンドゥー５１，ムスリム１７ ６３．２ ４２．５ ５８．８ ０．７８

補助調査村会域 ２４ ヒンドゥー２２，ムスリム２ ９５．８ ３７．８ ７０．８ １．２８

アラハバ
ード

ソラオン 主調査村会域 ７６ すべてヒンドゥー ６５．８ ３７．４ ５５．３ ０．４１

補助調査村会域 ２４ すべてヒンドゥー ９１．７ ４３．６ ７５．０ ０．５５

メージャ
ー

主調査村会域 ７０ すべてヒンドゥー ７０．０ ４０．９ ４２．９ ２．３６

補助調査村会域 ２０ ヒンドゥー１９，仏教徒１ ９０．０ ４６．４ ９５．０ ２．２２

計
３郡 主調査村会域 ２１４ ヒンドゥー１９７，ムスリム１７ ６６．４ ４０．２ ５２．３ １．１７

３郡 補助調査村会域 ６８
ヒンドゥー６５，ムスリム２，
仏教徒１

９２．６ ４２．４ ７９．４ １．３０

（出所） 筆者の調査より作成。

カースト サンプル数 到達した教育 所有農地

単位 人数 クラス （ha）

ビンド（Bind）
ブラーマン（Brahman）
チャマール（Chamar）＊

ドービー（Dhobi）＊

コール（Kol）＊

クムハル（Kumhar）
クシュヴァハ（Kushvaha）
ロードオ（Lodh）
ローハール（Lohar）
ナーイ（Nai）
パル（Pal）
パーシー（Pasi）＊

パテール（Patel/Kurmi）
テーリー（Teli）
ヤーダヴ（Yadav）
ムスリム（Muslim）＃

etc.

６
４
８
４
９
６
９
７
５
７
１７
１７
４４
８
４１
１７
５

２．５０
１０．７５
２．８８
７．００
２．７２
１．６７
４．５０
３．２９
７．８０
５．６４
２．９４
０．１２
７．００
１．６３
３．３７
６．０９
６．９０

２．４６１
０．９１５
０．３２６
０．８７７
０．８２５
０．４７３
２．８４４
０．７２０
０．５７４
０．１３０
１．０４４
０．１７８
１．００２
０．１８０
２．１０７
１．１８３
１．５１０

平均 計 ２１４ ４．７３ １．１９９

表１ インタビュー対象村人の概要

表２ カースト・コミュニティ別の平均教育レベル，所有農地

（出所） 筆者の調査より作成。
（注）（１）主調査村会域（n＝２１４）が対象。
（２）教育のクラスの算出で非識字は「０」ポイント，教育は受けてないが，簡単な字

は読み書きできる程度のものは「０．５」ポイントとして算出。
（３）＃ムスリム内にもカーストがあるが，ここではすべてまとめた。
（４）＊「指定カースト」は２００１年人口センサスにおいて使用されたリストより同定。

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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表１は村会域ごとの状況，表２はサンプル村人

のカースト・コミュニティ別の教育，所有農地，

表３は資産状況である。資産の保有状況は２００１

年センサスから上位レベルの統計があるので，

比較のために同時に提示した。表１より主調査

村会域と補助調査村会域の比較ができるが，補

助調査村会域の場合，性別，識字率からわかる

ように代表性は薄く，その点を考慮して分析を

行う必要がある（注３２）。全体的にみると，ヤーダ

ヴやパテール（クルミー）といった中間的農民

カーストが比較的多い，東部UP州の典型的な

村といってよいだろう。次の節では村の開発行

政の実態を村人の評価から分析していく。

Ⅲ 農村開発行政と

村パンチャーヤットに対する評価

──機能不全の構図と村人の対応──

第Ⅰ節では，下位のアカウンタビリティ回路

が有効に働いていないことが農村開発行政に機

能不全が蔓延する原因のひとつであるとした。

１９９５年に新パンチャーヤット制度の導入および

郡開発室に対する権限強化という下位のアカウ

ンタビリティ回路の強化が行われて１０年以上が

経過しており，それが農村開発行政の機能不全

の構図にどのような影響を与えたのか，または，

与えなかったのか，今日検証できる時期にある。

また民間部門の財・サービスが郡開発室のそれ

と競合することが問題であるならば，経済発展

が地方にも徐々に浸透しつつある今日その影響

レベル ラジオ テレビ 自転車
バイク，
スクーター

乗用車，
ジープ

インド 全インド（２０００年）＊ ３１．４９ １８．９１ ４２．７８ ６．６７ １．２９

UP 州全体（２０００年）＊ ３８．１２ １６．０１ ７１．１５ ６．６９ １．４８

コウシャ
ーンビー
県

県（２０００年）＊

マンジャンプル徴税地域（２０００年）＊

マンジャンプル開発郡の主調査村会域（２００５年筆者調査）

３６．０４
３４．７３
２８．３６

１２．５０
１０．４３
１４．９３

７８．５８
７９．７６
９１．０４

５．６７
５．４７
８．９６

１．０８
１．２１
５．９７

アラハバ
ード県

県（２０００年）＊

ソラオン徴税地域（２０００年）＊

ソラオン開発郡の調査村（２００５年筆者調査）
メージャー徴税地域（２０００年）＊

メージャー開発郡の主調査村会域（２００５年筆者調査）

３６．７１
４１．８５
４４．７４
３４．０２
３１．４３

１８．５０
１８．８０
３０．２６
１８．２５
５．７１

８１．１５
８１．２７
８９．４７
８１．６４
９８．５７

１０．２３
１１．７１
２１．０５
９．３７
７．１４

２．１７
２．９９
０．００
２．５１
４．２９

３主調査村会域（２００５年筆者調査） ３５．２１ １７．３７ ９２．９６ １２．６７ ３．２９

（出所） ＊：Office of the Registrar General（n.d.−b, Table H−13［Number of Households Availing Banking Services and
Number of Households Having Each of the Specified Asset］）より筆者作成。この世帯調査は２００１年セン
サスの事前調査として行われた。調査時期は２０００年４～６月である。
その他は筆者による２００５年２，５，６月の「主調査村」のサーベイから作成。

（注） 「徴税地域」：県の下のレベルでは「徴税地域」でしかデータが提示されていないので，これを用いた。
「世帯」の定義は，同じ台所を利用し食事を共にする家族。調査村会域は「補助」調査村会域のデータは単純
集計では偏りが強く現れるので，体系的サンプリングに基づく「主」調査村会域のみを含めた。

表３ 農村部世帯の資産保有状況比較（保有世帯比率）

（単位：％）

16



はより鮮明に確認できるであろう。

本節では実地調査に基づいて郡開発室，およ

び，村レベルのパンチャーヤット制度各々に関

して，農村開発行政の機能不全の構図をまず探

る。郡開発室については農業普及事業および貧

困緩和事業を対象にして，パンチャーヤットに

ついては村パンチャーヤットおよび村会を対象

として，問題点を調べ，その上で，どのような

村人がどのような状況でその構図に関わってい

るのか実態を浮かび上がらせる。筆者の意図は

開発行政に関する村の状況をできるだけ広くと

らえ，そのなかで機能不全の構図と村人の対応

を描くことである。そのため，分析は基本的に

帰納的で，多くの説明要因のなかで村人の対応

をよく説明するものは何かふるい出していくこ

とによって行う。

具体的には，まず，「機能不全の構図」の実

態を村人からの聞き取りデータから明らかにす

る。その情報の多くは定型化されていないオー

プンな回答から得られたものであるため，叙述，

または，単純な表で分析するが，それは「機能

不全の構図」を示すために必要不可欠である。

次に村人の開発行政に対する行動や認識の定

量的データを統計的分析によって分析する。分

析はまず，何が説明されるべき被説明変数で，

何が説明変数の「候補」となるのか，大まかな

理論的フレームワークを設定し，その枠内で探

索的に分析を行った。具体的には被説明変数は，

「村人の農村開発行政に関する対応」（行動や

認識）である。説明変数は，理論的に説明変数

となりうるであろう多くの「候補変数」を設定

し，そこから統計的有意性の高いものをふるい

出すことで確定した。候補変数としては「社会

経済的状況」，「カースト」，「農村開発行政・パ

ンチャーヤット制度との接触頻度」，「村の状況」

などを入れた。要するに，最初に大まかなフレ

ームワークを設定し，そこから，説明変数を絞

っていくというやり方である。表４が諸データ

の変数化を説明した変数一覧である。

このなかで「社会経済的状況」，「カースト」，

カテゴリー 変数 変数名 説明

農村開発行政
に関する認識
・行動
（被説明変数）

郡開発室は重要かつ必要

農業の知識，投入材等を求め郡開発
室に行く
家畜が病気になったとき郡開発室の
獣医を頼るか。
１０年前より郡開発室改善
貧困緩和事業の知識

過去２年間に政府雇用事業の受益者
過去１年間に村会出席
村パンチャーヤット必要

村パンチャーヤット適正に機能

bdofc_ni

bo_aginf

BD_vtry

bdofc_10bw

Gprgm_k

epl_g

gram_sb

pcht_ne

pcht_fg

「重要でも必要でもない」＝０，「重要か必要である」＝１，
「重要かつ必要」＝２。
行く＝１，まず行かない＝０。

郡開発室の獣医が診察＝１，その他＝０，家畜を持たない場
合＝該当なし。
悪化＝－１，変化無し／わからない＝０，改善＝１。
「５０周年村落自営業事業（SGSY）」／「自助グループ事業
（SHG）」，「農村完全雇用事業（SGRY）」，「首相村道事業
（PMGSY）」，「インディラ住宅計画（IAY）」を知っている場
合各１点として合計。
雇用を得た＝１，得てない＝０。
出席＝１，出席したこと無し＝０。
「いいえ」＝－１，「どちらともいえない／わからない」＝０，
「はい」＝１。
「いいえ」＝－１，「どちらともいえない／わからない」＝０，
「はい」＝１。

表４ 変数一覧

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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説明変数候補

応募者の
社会経済状況

教育レベル
男
年齢
１８歳以下男性家族
１８歳以下女性家族
経済資産

現金収入（非農業所得＋仕送り）
金貸し，村人等からの借金
単純肉体労働者

苅分農地借り入れ
家畜数（牛＋水牛）
家族にアラハバード／コーシャンビ
ー県外への出稼ぎあり。
家族にアラハバード／コーシャンビ
ー県内での出稼ぎあり。

educ

male

age

male18b

female18b

LAD

Cash_yr

debt_prv

simple_lbr

batai

Cattle

img_remt

img_alhd

最終学歴のクラス。
男性＝１ ／ 女性＝０。
年齢
１８歳以下の男性家族数。
１８歳以下の女性家族数。
「所有農地」：所有農地面積（ha），「資産」：車，トラクタ
ー所有の場合＝２，スクーター／バイク，T.V.所有の場合＝１，
その他＝０，「制度金融からの借金」：銀行，協同組合など制
度金融からの借金（ルピー），からの合成変数。３変数から主
成分分析の第１主成分を抽出したもの。
当該世帯の非農業所得＋仕送り（ルピー／年）。
私的な資金源からの借金（ルピー）。
主要な職業が，農業労働者，建築現場労働者などの肉体労働
の場合＝１，そうでない場合＝０
苅分農地借り入れ面積（ha）。貸し出しは（－）とする。
頭数。
「出稼ぎなし」＝０，「出稼ぎあり」＝１

「出稼ぎなし」＝０，「出稼ぎあり」＝１

カースト

クシュヴァハ
クムハル
コール
チャマール
テーリー
ドービー
ナーイ
パーシー
パテール
パル
ビンド
ブラーマン
ムスリム
ヤーダヴ
ロードオ
ローハール
＜指定カースト＞

kushvaha

kumhar

kol

chamar

teli

dhobi

nai

pasi

patel

pal

bind

brahman

muslim

yadav

lodh

lohar

chamar, dhobi,

pasi, kol

当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
当該カースト＝１，その他＝０。
左のカースト＝１，その他＝０。

村の状況

村長居住自然村
郡開発室との距離
主調査村／補助調査村
ソラオン郡
NP村会域

pradhan_h

dis_bdo

splg_not

soraon

NP

自然村のうち村長が居住している村＝１，その他＝０。
村会域と郡開発室所在地との直線距離（km）
ダミー変数。主調査村＝１，補助調査村＝０。
ソラオン郡＝１，その他＝０。
ソラオン郡のNP村会域＝１，その他＝０。

郡開発行政キ
ーパーソンへ
の接触頻度

村長に会う頻度

郡開発行政関係者との接触

pradhan

PBOB

「ほとんど会わない」＝０，「半年に１回程度」＝１，「毎月」
＝２。
郡パンチャーヤット議長，郡開発官，村開発・パンチャーヤ
ット官，銀行員，それぞれについて接触頻度変数を「ほとん
ど会わない」＝０，「半年に１回程度」＝１，「毎月」＝２，
とする。この４変数からからの合成変数。主成分分析によっ
て第１主成分を抽出したもの。

（出所） 筆者作成。
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「村の状況」は各村人にとって開発行政にどの

ように関わるかに大きく影響する可能性のある

変数で，説明変数候補とすることに問題はない

だろう。問題は「農村開発行政・パンチャーヤ

ット制度との接触頻度」で，これが「農村開発

行政に関する認識・行動」に対して説明変数候

補となりうるかどうかである。両変数の説明，

被説明の関係は逆も考えられる。しかし，多く

の場合，村人は農村開発行政・パンチャーヤッ

ト制度と接触する具体的な経験を通じて農村開

発行政に関する認識・行動を形成していくと考

えられるので，「農村開発行政・パンチャーヤ

ット制度との接触頻度」は説明変数候補とした。

注意すべき点として村による違いがある。極

論すれば個々の村ごとに異なる様相が見いだせ

るかもしれない。それは社会構造や経済的発展

度の違いなど個々の村の社会構造や村長のリー

ダーシップの様態などによって村人の農村開発

行政に対する評価も大きく違う可能性があるか

らである。「村の状況」を表すダミー変数は，

そのような差異をダミー変数に析出，または，

吸収させるために導入した。それによって基本

的なフレームワークを大きく乱さずに分析を進

めることができる。例えばNP村会域は村パン

チャーヤットや村会の活動が他の村に比べて非

常に活発で，村人の開発行政に対する意識・行

動に大きな違いがある可能性がある。その点を

検証するためにダミー変数を導入した。また，

ソラオン郡は他の郡に比べて大都市に近接する

ため，他の郡の村会域に比べて何らかの違いが

でる可能性が高く，よってこれにもダミー変数

を導入した。注意すべきは，NP村会域はソラ

オン郡に含まれるため，両変数が同時に選択さ

れる場合は，他のダミー変数とあいまって両変

数間の高い共線性が原因になっている場合が考

えられ，検討が必要となる点である。

統計的手法として被説明変数が離散値をとる

ため，ロジット推定または順序ロジット推定を

適用した。説明変数候補から変数の選択は，ス

テップワイズ変数減少法によって行った（注３３）。

ただし，前処理として説明変数候補の全変数を

含む変数郡に因子分析（注３４）を適応し変数間の関

係を概観し，実際上重複する冗長な変数や共通

の潜在変数があると考えられた変数群は主成分

分析で第１主成分を取ることにより合成した。

「郡開発行政への接触」と「経済資産」がそれ

である。前者については，「郡パンチャーヤッ

ト議長」，「郡開発官」，「村開発・パンチャーヤ

ット官」，「銀行員」への接触頻度は相互に強く

関連している。郡開発官，村開発・パンチャー

ヤット官，銀行員の関連は郡開発室を通じて事

業の便益を受ける場合，互いに関係する人的つ

ながりであり，また郡パンチャーヤット議長は

郡開発官と接触が極めて密な関係にある。これ

を踏まえ，これらはひとつのまとまりのある変

数ととらえた。また後者については，「所有農

地」，「資産」，「制度金融からの借金」が互いに

強く相関することが相関分析，因子分析などで

明らかとなった。それは農地が広いほど経済力

があり，したがって資産が多く，また，積極的

な投資も行っている状況を示しており，３つの

変数はまとめることが出来る関係にあると考え

た。以下，郡開発室から分析する。

１．郡開発室と村人

歴史的に郡開発室に求められた中心的機能は

近代的農業の普及，そして貧困緩和事業であっ

た。しかし，前に述べたように郡開発室はその

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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ような期待に十分に答えられていない。まず，

近代的農業普及事業，次に貧困緩和事業につい

て分析する。

（１） 近代的農業普及事業

近代的農業普及に関して郡開発室の利用状況

をまとめたのが表５である。明らかに土地無し

層とそれ以上では利用度が異なり，土地無し層

は約５パーセントしか利用していないのに対し

て土地をもつ層は約２割が利用すると答えてい

る。いずれにせよ近代的農業の普及という面で

郡開発室を利用するのは全体の約２割強という

数字は低いといわざるを得ないであろう。

このような低い利用率は郡開発室に原因があ

るものとしては，遠い／行く時間がない（注３５），

対応が悪い／コミッション（＝腐敗）を要求さ

れる，必要な情報や適切な投入財がない，とい

うのが主である。一方，他の重要な要因として

は，郡開発室は農業知識，投入財の唯一の供給

源ではないということがある。現在は零細農も

含めてほとんどの農民は化学肥料などを使用す

る。主調査村会域では質問票から確認がとれて

いるだけで，１１４人が市場または店から，１１人

が協同組合から購入していると答えている（注３６）。

つまり，農業に関する知識や，種子，化学肥料，

殺虫剤などの投入財を得ようとするとき，多く

の農民は近くの市場の店から仕入れるか，他の

農民から融通してもらうかしており，農民自身

を含めて民間部門が大きな選択肢となっている。

このように，平均的にみると，近代的農業普

及事業の推進役として郡開発室はまったく存在

意義が無いというわけではないが，そのサービ

スは質量ともに期待に応えるレベルではなく，

また，唯一の供給源でもないため，多くの農民

は民間部門を主に利用するということになる。

農地所有別平均 主要回答（複数かつ自由回答）

土地無し（非農家も含む）（２１人）
０．０５０

情報や投入財は他から（１）

零細農（０～１ha）（１１９人）
０．１９３

遠い／時間ない（２７）
農地小さい（１８）
対応が悪い／コミッション（６）
必要な情報や適切な投入財なし（９）
情報や投入財は他から（１１）

小農（１～２ha）（４７人）
０．２５５

遠い／時間ない（１６）
対応が悪い／コミッション（７）
農地小さい（１）
必要な情報や適切な投入財なし（５）
情報や投入財は他から（４）

中，大農（２～ha）（２６人）
０．２３１

遠い／時間ない（８）
対応が悪い／コミッション（３）
必要な情報や適切な投入財なし（２）
情報や投入財は他から（２）

（出所） 筆者の調査より作成。
（注） 主調査村会域。１人回答不十分で除く。左列の数字は「いいえ」＝０，「はい」＝

１の平均値。（ ）内は回答件数。

表５ 農業知識，投入財等などを得るために郡開発室を利用するか（「いいえ」＝０，「はい」＝１）
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その様相をより詳細に探ったのが表６である。

それによると農業知識，投入財などを得るた

めに実際に郡開発室に行くのは，ソラオン郡以

外の村で，教育があり，郡開発室に近い村人で

ある。ソラオンの村で利用者が少ないのはソラ

オンはアラハバード都市部に近く，肥料，種子

の店などが近くにあり，わざわざ対応の悪い郡

開発室に行く必要がないからである。また，教

育が重要なのは，教育レベルが高い者ほど郡開

発室で利用できるサービスについて豊富な情報

が得られるからであろうと考えられる。非識字

の村人にとって郡開発室でどのような事業が行

われていて，どのようにすればサービスを利用

できるか，適切に対応するのは難しい。しかし

「経済資産」や「現金収入」などの経済力の違

いが村人の行動に違いをもたらしている様子は

ない。一方，物理的距離が重要である。貴重な

時間とコストをかけ出向いても必要な情報や適

切な投入財が得られない，対応が悪くコミッシ

ョンを取られる場合があるというのでは，わざ

わざ利用しに行くインセンティブは弱く，した

がってほとんどの場合，近い者しか利用しない

ということになる（注３７）。

次に，郡開発室の獣医の役割を検討してみた

い。たとえ土地無し，零細農であってもほとん

どの家には家畜がおり，家計を支える重要な要

素である（注３８）。家畜の所有状況，郡開発室の獣

医の利用状況をみたのが表７である。家畜の診

断治療，防疫には専門家が重要であるが，都市

部から離れた広大な農村部を民間のサービスが

カバーすることは難しく，公的部門がその役割

を果たすことが期待されている。UP州では通

常，郡開発室に隣接する形で畜産病院があり獣

医と薬剤師が待機することになっている（注３９）。

郡開発室の獣医のサービスに対する村人の評価

はどうであろうか。

農業知識，投入財の場合と比較して，郡開発

室の獣医を利用する割合は相対的に高い。土地

被説明変数 : bo_aginf 係数 係数の標準偏差 z P＞|z|

ソラオン郡：soraon
教育レベル：educ
郡開発室との距離：dis_bdo
切片

－１．０１６
０．０７０３
－０．０４３７
－０．９９１

０．３７３
０．０２８６
０．０２０３
０．３２７

－２．７２
２．４５
－２．１５
－３．０３

０．００６
０．０１４
０．０３２
０．００２

Number of obs＝２７５
LR chi２（３）＝１４．８６／Prob＞chi２＝０．００１９
Log likelihood＝－１３２．９０５８８/ Pseudo R2＝０．０５３０
（出所） 筆者の調査より作成。
（注） bo_aginfは郡開発室へ行くかどうかであり，PBOBは郡開発室の官僚などとの接触であるか

ら被説明変数と実際上重複する変数である。よって説明変数候補から除いた。またカースト
・ダミーに関しては“dhobi”は全員「郡開発室に行く」，“kushvaha”と“teli”は全員「郡開発室
に行かない」と答えており，これらのカースト・ダミーは従属変数を完全に予測してしまう
ので，ロジット推定の説明変数とはできないため，あらかじめ除去した。

表６ 農業知識，投入財等などを得るために郡開発室に行きますか（「いいえ」＝０，「はい」＝１）

ステップワイズ変数減少法によるロジット推定

候補説明変数 : pradhan educ male age LAD Cash_yr debt_prv simple_lbr batai Cattle brahman chamar kol bind

kumhar lodh nai pal pasi patel lohar yadav muslim splg_not dis_bdo pradhan_h NP soraon img_remt img_alhd
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無し層から中，大農にかけて３～５割が，家畜

が調子の悪いときなど郡開発室の獣医からみて

もらうと答えている。しかし対応がよくない，

要求しても適切な薬が無いなど問題が多い。ま

た，病気の家畜を郡開発室につれていくことは

不可能で多くの場合，獣医に来てもらうが，そ

の時，規定以上の数百ルピーを薬や治療のため

とられることも多く問題である（注４０）。このよう

な問題点があるため，「民間の獣医」からみて

もらったり，薬をもらうという答えが多い。も

っとも，「民間の獣医」という場合，大きな幅

があり，家畜の扱いに詳しい農民や単純な薬の

知識をもつだけの「村医者」（注４１）から，資格を

もった専門家まで含まれることに注意する必要

がある。

次に家畜が病気になった時，郡開発室の獣医

に頼るかどうかを決める要因をより詳細にみた

のが表８である。「NP村会域」がもっとも重要

な変数として選択されている。この村会域では

郡開発室の獣医に頼る割合は低い。それはアラ

ハバード都市部および主要道路に近いため近く

のマーケットで薬や民間のサービスが入手可能

であるからである（注４２）。次に重要なのが，郡開

発行政との接触頻度である。村開発・パンチャ

ーヤット官や郡開発官，特に前者は農村開発関

連の情報を村に伝えることが基本的役割であり，

彼らと接触頻度が高い村人が，獣医のサービス

を受ける確率が高くなることは自然である。

カーストで特徴的なのはヤーダヴである（注４３）。

ヤーダヴの世帯当たり家畜数（牛＋水牛）は，

ビンドの４．８３頭につぎ，４．１８頭と多い（全世帯

平均では２．５３頭）。農地の面積が広いほど一般に

頭数は多くなるので，その影響を排除すると，

ヤーダヴの家畜所有数はもっとも目立つ（注４４）。

ヤーダヴは伝統的に牛などの飼育を生業として

おり一定の知識があるとみなされている。それ

農地所有
人
数
内，家畜所有
（人数）（％）

家畜所有人数
中，郡開発室
の獣医にみて
もらう者

（人数）（％）

平均頭数
（家畜なしも計算に含む）

主要回答
（複数かつ自由回答）役牛

（去勢
雄牛）

雌牛 水牛 山羊

土地無し（非農家も
含む）

１９ １１ ５７．９ ３ ２７．３ ０．１０ ０．２４ ０．２４０．４３ 民間の獣医，薬（３）

零細農（０～１ha） １１７ １０８ ９２．３ ３３ ３０．６ ０．８２ ０．４３ ０．７８０．６６
民間の獣医，薬（５８）

�
�
�
�
�

遠い（２７）
対応良くない・薬無い（２３）

小農（１～２ha） ４７ ４６ ９７．９ ２２ ４７．８ １．５１ ０．５７ １．０２１１．１３
民間の獣医，薬（２１）

�
�
�
�
�

遠い（１２）
対応良くない・薬無い（８）

中，大農（２～ha） ２５ ２４ ９６．０ １２ ５０．０ １．４３ １．８９ １．７１４０．３９
民間の獣医，薬（７）

�
�
�
�
�

遠い（９）
対応良くない・薬無い（２）

（出所） 筆者の調査より作成。
（注） 主調査村会域。回答不十分なものを除く。（ ）内は回答件数。

表７ 家畜と郡開発室の獣医
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が故に政府の獣医の仕事にはかえって否定的な

のではないかと考えられる。ただし，ヤーダヴ

の統計的重要性は前２変数に比べて小さく，重

要性を過大に評価することは適切ではない。

最後に注意すべきは郡開発室からの距離が選

択されていないことである。物理的距離の要素

が説明変数として出てこないのは家畜が病気に

なった場合などは郡開発室に行くのではなく，

通常往診を頼むため，物理的な距離は重要では

ないからと考えられる（注４５）。

（２） 貧困緩和事業

現在，郡開発室の事業で近代的農業普及事業

以上に重要なのは貧困緩和事業である。なかで

も調査時点でもっとも重要視されていたのは，

小規模な道路建設など労働集約的な公共事業に

よって雇用を供給する「農村完全雇用事業」

（SGRY）（注４６），「首相村道事業」（PMGSY）（注４７）な

どの事業である。これらは農村部における潜在

的失業人口の大きさ，特に農閑期に雇用が少な

いことに対処するための事業であるが，賃金が

農業労働者に対する最低賃金にほぼ準じるため，

応募するのは単純労働を厭わない真に経済的に

困窮している階層であるとされ，貧困層のター

ゲティングが容易であるとされる。他のタイプ

の事業としては，指定カーストや指定部族など

貧困層に煉瓦やセメントなどを与えて住居を建

設させる「インディラ住宅計画」（IAY）（注４８）や，

村人を「自助グループ」（SHG）に組織しマイ

クロ・ファイナンスで所得向上を目指す「５０周

年村落自営業事業」（SGSY）（注４９）のような事業も

ある。しかし，公共事業を通じた雇用供給型の

事業の方が有効に実施できるという過去の経験

もあり，もっとも重視されているといってよい。

よって，後半の統計分析ではこのタイプの事業

の受益者を分析する。ただしその際，本稿の他

の部分の分析とは異なり，カースト関連の候補

変数を単純化することを述べておきたい。ほと

んどの貧困緩和事業では指定カーストや指定部

被説明変数 : BD_vtry 係数 係数の標準偏差 z P＞|z|

NP村会域 : NP
郡開発行政関係者との接触 : PBOB
ヤーダヴ : yadav
切片

－１．５８１
０．３７３
－０．７８６
０．２２６

０．３５８
０．１３７
０．３３８
０．１７９

－４．４２
２．７３
－２．３３
１．２６

０．０００
０．００６
０．０２０
０．２０７

Number of obs＝２５０
LR chi２（３）＝３０．０６／Prob＞chi２＝０．００００
Log likelihood＝－１５５．４／Pseudo R２＝０．０８８２
（出所） 筆者の調査より作成。
（注） “bind”カーストは全員，郡開発室には行かないと答えており，被説明変数を完全に予測する。こ

れを入れると推定ができなくなるので候補変数からあらかじめ除外。

表８ 家畜が病気になった時，郡開発室の獣医にみせますか

（家畜を所有する村人のみ：「いいえ」＝０，「はい」＝１）

ステップワイズ変数減少法によるロジット推定

候補説明変数 : pradhan PBOB educ male LAD Cash_yr debt_prv simple_lbr batai Cattle brahman chamar dhobi

kol kumhar kushvaha lodh nai pal pasi patel teli lohar yadav muslim splg_not dis_bdo pradhan_h NP soraon img_

remt img_alhd

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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族の人々を優遇する規定があり，そのため各カ

ーストが指定カーストまたは指定部族に分類さ

れるかが大きな意味をもつ。したがってここで

はカーストに関しては指定カーストか否かとい

う変数（SC）のみを導入した（注５０）。

まず，表９から貧困緩和事業に対する認識と

受益者をみたい。農地面積別で集計しているの

は，事業が貧困者向けであり，受益者は土地無

し層，零細農が主であるはずだからである。表

からみられる特徴は貧困緩和事業の知識はかな

り一般化しており，４つの事業の内，平均２．６

の事業を認識している。事業の認知度は高いと

いってよい。一方，雇用供給型事業で実際の受

益者は予想通り，土地無し層，零細農に集中し

ており，過去２年間の間，前者で約１４パーセン

ト，後者で約８パーセントが受益者となってお

り，貧困緩和事業は一定の存在感がある。ただ

し，少ないとはいえ，中，大農にも受益者が１

名ずついることは何らかの不正常な行為の存在

を窺わせる。

次にどのような人が貧困事業をよりよく認識

しているか，検討したのが表１０である。同表に

よると，認知度が高いのは重要性の高い順に，

教育レベルが高く，郡開発行政への接触頻度が

高く，NP村会域以外の村人で，男性で，郡開

発室に近く，金貸しや村人等から私的な借金が

少なく，そして，経済的資産が少ない者である。

まず，「教育」が非常に重要なのは行政活動

に対する一般的な認識能力の向上のゆえであろ

うと考えられる。実際村では中等教育以上の者

は例え受益者でなくとも貧困緩和事業の概要を

ほとんど知っている。関連して，社会的変数と

しては「男」であることが重要である。女性が

家庭の外で公に活動することがまだ一般的でな

い伝統的な農村社会で女性の知識が低レベルに

あり，よって「男」の方が重要となるのは自然

である（注５１）。

次に「郡開発行政関係者との接触頻度」が高

いことが貧困緩和事業の認知度向上につながる

のも自然である。なかでも郡開発室の末端の官

僚として各村を担当する村開発・パンチャーヤ

ット官の役割は大きいと考えられる（注５２）。関連

して「郡開発室との距離」が負の係数を伴って

選択されていることから，遠くの村には事業の

情報が伝わりにくいことがわかる。つまり，郡

開発室と人的，物理的にアクセスの可能性が高

いほど貧困緩和事業の情報が得やすいというこ

とになる。

また村全体に関わる変数として重要なのが

「NP村会域」で，同村会域の村人は貧困緩和

農地面積別人数
貧困緩和事業の知識
（０，１，２，３，４）

過去２年間に政府雇用
事業の受益者（０，１）

平均値 平均値

土地無し（非農家も含む）：２１人 （a）
零細農（０～１ha）： １１９人 （b）
小農（１～２ha）： ４７人 （c）
中，大農（２～ha）： ２６人 （d）

２．３８１
２．６０５
２．７４５
２．６１５

０．１４３
０．０８４
０．０２１
０．０３８

（出所） 筆者の調査より作成。

表９ 貧困緩和事業の認識と過去２年間の受益者
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事業は余り知らないという結果となっている。

これは同村会域がアラハバードから日帰り圏内

で，就業，雇用の関心が都市部に向かっており，

相対的に政府の貧困緩和事業には関心が薄くな

っているからと考えられる。

一方，「金貸し，村人等からの借金」が多い

村人は認識が薄いという結果が出ている。負債

状況は表１１の通りでかなりの村人（主調査村会

域で３６パーセント）が借金をしている。非制度

金融の貸し手とは金貸し，村長，村の有力な農

民等であり，その利率は非常に高く本調査では

月５～１０パーセントという水準であった（注５３）。

制度金融からの借入が生産的資本の購入など生

産的投資という性格が強いのに対して，非制度

金融からの借金は結婚や病気のためにする場合

が多く，明らかに非生産的消費のためである。

したがって心理的負担は非常に大きい（注５４）。こ

のことが，受益するチャンスがそもそも小さい

公的な貧困緩和事業への注意度をかえって低下

させているものと考えられる。

被説明変数 : Gprgm_k 係数 係数の標準偏差 Z P>|z|

教育レベル : educ
郡開発行政関係者との接触 : PBOB
NP村会域 : NP
男 : male
郡開発室との距離 : dis_bdo
金貸し,村人等からの借金 : debt_prv
経済資産 : LAD
切断値1
切断値2
切断値3
切断値4

０．１６０３
０．８８２
－１．４０１
１．３２１

－０．０４７１
－０．００００３３８
－０．２４３
－３．５９５
－１．９４９
－０．０８１
１．６０８

０．０３００
０．１８０
０．３００
０．２９２
０．０１５０

０．００００１１７
０．１２２
０．４３０
０．３３８
０．３２４
０．３４２

５．３４
４．９０
－４．６７
４．５２
－３．１４
－２．８８
－２．００

０．０００
０．０００
０．０００
０．０００
０．００２
０．００４
０．０４６

補助変数

Number of obs＝２７５
LR chi２（７）＝１６７．８０／Prob＞chi２＝０．００００／Log likelihood＝－３０８．３／Pseudo R２＝０．２１３９
（出所） 筆者の調査より作成。
（注） 候補説明変数には，カーストでなく，「指定カースト」ダミーを入れている。貧困緩和事業にお

いては「指定カースト」か否か，が受益者選定のひとつの基準となるからである。

貸し手 非制度金融 制度金融

世帯（n＝２１４）
平均未返済額（Rs.）

７７（３６．０％）
１０，１３８

３６（１６．８％）
２６，０１７

（出所） 筆者の調査による。
（注） 主調査村会域についての集計。

表１０ いくつの貧困緩和事業を知ってますか

（SGSY, SGRY, PMGSY, IAYについて知っているかどうか，各１点として合計）

ステップワイズ変数減少法による順序ロジット推定

候補説明変数 : sw ologit Gprgm_k pradhan PBOB educ male age LAD Cash_yr debt_prv simple_lbr batai Cattle

SC splg_not dis_bdo pradhan_h soraon NP img_remt img_alhd

表１１ 借金の返済未納

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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最後に，経済資産が少ない者が相対的に貧困

緩和事業への認識度が高いという結果になって

いるが，事業が貧困層むけのものであることを

考えると自然な結果である。

次に雇用供給型の貧困緩和事業の実態を探っ

てみよう。

主調査村会域の応答者２１４人中，過去２年間

に政府雇用事業で雇用を得た者は１５人である。

主な仕事内容は村道の建設であった（注５５）。基本

的に日雇いであり，賃金は現金＋穀物という組

み合わせが８人ともっとも多かった。その８人

の平均賃金は現金が，３４．４ルピー，穀物現物が

４．７５キログラムであった。１５人中，事業に問題

ありと答えた者が５人おり，給料が１００パーセ

ント支払われない，遅配などが指摘されている。

また雇用を得るに当たって誰が重要であったか

という問いに対しては，「村長」と答えた者が

９人，「村開発・パンチャーヤット官」と答え

た者が３人，「郡開発室」と答えた者が１人，

また興味深いことに「郡パンチャーヤット議長」

と答えた者が２人いた（以上複数回答）。この他，

雇用を得た者ではないが，村長が恣意的に事業

の受益者を選んでいるという指摘もあった。い

ずれにせよ，この事業では村長や郡パンチャー

ヤット議長など政治家，特に村長の役割が大き

いといえよう。

表１２は受益者の分析結果である。まず，雇用

事業の受益者となったのは「苅分農地借り入れ」

面積が大きい農民で，「単純肉体労働者」，そし

て「指定カースト」である。要するに社会的経

済的弱者層で，したがってターゲッティングに

関しては政策の意図はほぼ達せられているとい

えよう。次に，重要な要素は郡開発室に近く開

発行政にアクセスが容易であるという要因であ

る。また有意性はやや弱いが「ソラオン郡」が

負の相関で選択されたのは大都市に近いことで

よりよい雇用機会が相対的に多いことが政府の

事業の存在意義を小さくしているという要因が

あるものと考えられる。

以上をまとめると，大都市部から離れている

地域で基本的には社会的経済的弱者層から受益

者が選ばれてはいる。とはいえ，多数の弱者層

被説明変数 : epl_g 係数 係数の標準偏差 z P>|z|

苅分農地借り入れ : batai
単純肉体労働者 : simple_lbr
指定カースト : SC
郡開発室との距離 : dis_bdo
ソラオン郡 : soraon
切片

２．６１２
１．６８６
１．３５１
－０．０９１７
－１．１６９
－２．５６０

０．８４２
０．５５７
０．５２４
０．０３９１
０．５８８
０．４９４

３．１０
３．０３
２．５８
－２．３５
－１．９９
－５．１８

０．００２
０．００２
０．０１０
０．０１９
０．０４７
０．０００

Number of obs＝２７５
LR chi２（５）＝３５．４１／Prob＞chi２＝０．００００／Log likelihood＝－６１．４／Pseudo R２＝０．２２３９
（出所） 筆者の調査より作成。
（注） 候補説明変数には，カーストでなく，「指定カースト」ダミーを入れている。貧困緩和事業におい

ては「指定カースト」か否かが受益者選定のひとつの基準となるからである。

表１２ 過去２年間に政府雇用事業で雇用を得ましたか（「いいえ」＝０，「はい」＝１）

ステップワイズ変数減少法によるロジット推定

候補説明変数 : pradhan PBOB educ male age LAD Cash_yr debt_prv simple_lbr batai Cattle SC splg_not dis_bdo

pradhan_h NP soraon img_remt img_alhd
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から誰を雇用するか，ということに関しては郡

開発室に近く情報を得やすいものが有利となる。

そしてその決定プロセスでは村長など政治家の

役割が重要であるという状況が存在するといえ

よう。実際，雇用の仲介者として村長に取り入

らなければ雇用を得られず，逆にいえば，村長

は依怙贔屓しているという批判が村人の間で常

に存在するのである（注５６）。

（３） 郡開発室の一般的イメージ

郡開発室に関する認識，評価の最後として一

般的イメージを分析する。所有農地面積別にそ

の必要性，重要性に対する認識を整理したのが

表１３である。所有農地面積別には大きな差異は

ないといってよいであろう。まず，どのような

村人が重要性，必要性を感じているのか分析し

たのが表１４である。

結果は極めて明瞭で，教育のあるものほど，

そして，やや精度は落ちるものの，経済資産が

少ない貧困な者ほどその必要性，重要性を認識

するという結果となっている。教育レベルの高

農地面積別人数値
郡開発室は重要または必要

平均値

土地無し（非農家も含む）： ２１人 （a）
零細農（０～１ha）： １１９人 （b）
小農（１～２ha）： ４７人 （c）
中，大農（２～ha）： ２６人 （d）

０．８５７
１．１４３
１．０２１
１．２３１

（出所） 筆者の調査より作成。

被説明変数 : bdofc_ni 係数 係数の標準偏差 z P>|z|

教育レベル : educ
経済資産 : LAD
主調査村／補助調査村 : splg_not
切断値１
切断値２

０．０９４６
－０．２２９
－１．１４９
－２．０７５
０．１１５

０．０２３９
０．１１７
０．２８２
０．３０１
０．２７５

３．９５
－１．９６
－４．０８

０．０００
０．０５０
０．０００

補助変数

Number of obs＝２７５
LR chi２（３）＝３６．７７／Prob＞chi２＝０．００００／Log likelihood＝－２６７．５／Pseudo R２＝０．０６４３
（出所） 筆者の調査より作成。
（注） “splg_not”は，主調査村／補助調査村の違いを表すダミー変数であり，調査方法の違いを示すだ

けであり，選ばれたとしても通常は解釈する必要はない。

表１３ 所有農地面積別評価：

郡開発室は重要または必要ですか

（「重要でも必要でもない」＝０，「重要か必要である」＝１，「重要かつ必要」＝２）

表１４ 郡開発室は重要または必要ですか

（「重要でも必要でもない」＝０，「重要か必要である」＝１，「重要かつ必要」＝２）

ステップワイズ変数減少法による順序ロジット推定

候補説明変数 : educ male age LAD Cash_yr debt_prv simple_lbr batai Cattle brahman chamar dhobi kol bind

kumhar kushvaha lodh nai pal pasi patel teli lohar yadav muslim PBOB pradhan splg_not dis_bdo pradhan_h NP

soraon img_remt img_alhd
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い者ほど農村開発行政機構の一般的必要性，重

要性を認識する傾向が高いのは，規範としてそ

れを判断しているからと考えられる。一方，経

済資産が少ない貧困層の方がその必要性を認識

しているのは，腐敗や様々な問題があろうとも，

貧困層は郡開発室の事業に依存する側面がある

ことの表れである。これには現在の郡開発室の

中心事業はもはや普及事業ではなく，貧困緩和

事業であり，そのターゲットは貧困層であるこ

とが関係しよう。仮に，郡開発室が近代的農業

普及事業の面で大きな評価を受けていれば農地

など資産の大きい経済力のある村人ほど必要性

が高いということになってこの変数は統計的意

味を失うか，また符号は逆になっていたかもし

れない。しかし，実際はそうではない。いずれ

にせよ，経済力のある村人にとっては郡開発室

の必要性は薄い，ということになる。

一方，この１０年間に郡開発室が良くなったか

どうか土地所有面積別に評価を集計したのが表

１５である。村人の応答から判断すると，村道が

建設されたとか，ハンドポンプが設置されたと

か，具体的に開発が郡開発室によって行われた

かどうかが判断材料として重要である（注５７）。こ

の点をふまえつつ表１５をみると，平均的にみれ

ば郡開発室はやや良くなったという認識であ

る（注５８）。

どのような村人がこの１０年間に郡開発室がよ

くなったと認識しているか探ったのが表１６であ

る。郡開発室に近いもの，そして，村長との接

触頻度が高いものほどこの１０年間で郡開発室は

良くなったと答えている。郡開発室に近ければ

情報や実際の利便を得やすい。また，村長は村

パンチャーヤットの長として村レベルの開発事

業の要であり，村長と親密であることは情報や

実際の利便を得やすい。このような要因によっ

て情報や実際の利便を得やすい村人が郡開発室

は改善していると認識していると考えられる。

２．パンチャーヤット制度と村人

村のパンチャーヤット制度は郡開発室から降

りてくる開発利益の受け皿になったり，村内の

問題の解決のための場になる重要な制度である。

村会レベルのパンチャーヤット制度を評価する

に当たって２つの制度を区別することが肝心で

ある。ひとつは「村会」でこれは前にも述べた

ように村会の域内の成年全てがメンバーとなる

総会で，村会域の最高決定機関である。規定上，

最低，年２回定例として開かれることになって

いる。もうひとつは「村パンチャーヤット」で

これは村会の執行部という位置づけで，この長

農地面積別人数値
１０年前より郡開発室改善

平均値

土地無し（非農家も含む）： ２１人 （a）
零細農（０～１ha）： １１９人 （b）
小農（１～２ha）： ４７人 （c）
中，大農（２～ha）： ２６人 （d）

０．１４３
０．２９４
０．４０４
－０．０７７

（出所） 筆者の調査より作成。

表１５ 郡開発室は１０年前とくらべて良くなっていますか

（「悪化」＝－１，「同じ，わからない」＝０，「はい」＝１）
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が「村長」である。村パンチャーヤットは村長

の他に，「パンチ」（Panch）といわれる村会委

員が数人いる。村パンチャーヤットのメンバー

は全員選挙で直接選出される。ただし，実際上

村長の影響力が決定的に大きい。

新パンチャーヤット制度で重要なポイントと

して村会の権限強化がある。村の社会構造，権

力構造が不平等な場合など，村パンチャーヤッ

トは特定の有力者，特に村長に牛耳られ恣意的

に運営されることが多い。村会の役割は，村全

体の決定をオープンかつ集合的に行うことで村

長などによる恣意的，不合理な動きを抑えよう

とすることである。例えば，貧困緩和事業の受

益者選定の基礎となる「貧困線以下」世帯のリ

ストの裁可などは村パンチャーヤットや郡開発

室ではなくて，村会の役割と規定されている

［Ministry of Rural Development２００３，para 3.1］。

これは密室での決定になりやすい村パンチャー

ヤットに託すよりも経済的弱者層も参加するオ

ープンな村会での決定にゆだねる方がよいとの

考えからである。村会の運営が正常でない場合

は，村パンチャーヤットにも問題がある場合が

多いし，逆に，村パンチャーヤットに問題があ

る場合は村会にも問題が波及する可能性が高い。

両者の運営は密接である。

（１） 村パンチャーヤット制度

最初に村パンチャーヤットに関する認識を確

認したい。表１７から，全体的にみると，村パン

チャーヤットが適切に動いていると思う村人は

少ない。平均点は－０．１３となり，やや否定的で

ある。その理由としては村長が自分周辺の村人

にしか利益を与えない，村開発・パンチャーヤ

ット官と結託し政府事業の利益の一部を手に入

れている（注５９），自分の村の者や有力者の利害は

考慮するが，貧乏人の利害関係は無視する，な

どの回答が特徴的である。会合に関する情報が

被説明変数 : bdofc_10bw 係数 係数の標準偏差 z P＞｜z|

郡開発室との距離 : dis_bdo
村長に会う頻度 : pradhan
切断値１
切断値２

－０．０６４９
０．３４０
－２．９９４
０．１１８

０．０１４０
０．１４１
０．３４２
０．２４９

－４．６４
２．３７

０．０００
０．０１８

補助変数

Number of obs＝２７５
LR chi２（３）＝３６．０９／Prob＞chi２＝０．００００／Log likelihood＝－２３２．５／Pseudo R２＝０．０７２０
（出所） 筆者の調査より作成。
（注） ＊これら２変数を同時に代入すると両変数とも選択され，係数は符号が逆で絶対値はほぼ同じとな

る。両変数はダミー変数で，かつ，NP村会域はSoraon郡に含まれるという関係があるから，この
場合，潜在変数を作り出す過程で両変数の共線性が高いがゆえに両変数同時に選択された可能性
が高い。よって，片方の変数のみ，候補変数とした場合を計算したが，その場合，どちらの変数
も統計的有意性はまったく観察されず，選択されない。よって，最初の結果は共線性のためであ
る可能性が高く，受け入れられない。よって片方の変数のみ候補変数としたときを計算した。ど
ちらを候補変数としても選択されず，結果は上のとおり同じくなる。

表１６ 郡開発室は１０年前とくらべて良くなっていますか

（「悪化」＝－１，「同じ，わからない」＝０，「はい」＝１）

ステップワイズ変数減少法による順序ロジット推定

候補説明変数：educ male age LAD Cash_yr debt_prv simple_lbr batai Cattle brahman chamar dhobi kol bind

kumhar kushvaha lodh nai pal pasi patel teli lohar yadav muslim PBOB pradhan splg_not dis_bdo pradhan_h（NP

/ soraon）＊ img_remt img_alhd

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人

29



適切に流布されないという批判もある。さらに

その他の腐敗，喧嘩などの例も報告されてい

る（注６０）。村パンチャーヤットは利益分配では村

長が焦点となり，それが問題の中心となってい

ることがわかる。

次に，どのような村人が評価しているのか分

析したのが表１８である。表よりソラオン郡に含

まれる村会が極めて高い評価を下していること

がわかる。実際，ソラオン郡のNP村会域の評

価の平均点は＋０．３６，同郡の他の村会域は＋

０．５８となっている。これに対しソラオン郡以外

の村会域の平均は，－０．３３と否定的である。NP

村会域の場合，現地での調査で，村パンチャー

ヤットの運営では村長とその背後の有力者によ

る運営（注６１）が相対的に適切に行われていること

は確認されており，これがNP村会域の村人の

高い評価を生み出していると考えられる。同郡

に含まれる補助調査村会域も評価は非常に高い。

繰り返しになるが筆者の調査によれば，これら

２つの場合，評価が高いのは，大都市部に近接

するという要因ではなく，村長や有力者のリー

ダーシップがよいからである。

回答 数 （％） 主要な問題点（回答数）

適正ではない（－１点）

どちらともいえない，わからな
い（０点）
適正に運営（＋１点）

１０４

３４

７６

４８．６

１５．９

３５．５

村長やその周辺の利益優先，村長による恣意的運営（３８）
会合に関する適切な情報無し（１４）
腐敗（１０）
喧嘩，不一致，カースト間の不和（６）

問題ない（３）

（出所） 筆者の調査より作成。

被説明変数 : pcht_fg 係数 係数の標準偏差 z P>|z|

ソラオン郡 : soraon
苅分農地借り入れ : batai
郡開発行政関係者との接触 : PBOB
ローハール : lohar
主調査村／補助調査村 : splg_not
切断値1
切断値2

１．６５５
－１．２３６
０．３１５
－１．９５６
－０．７７３
－０．３４３
０．３２１

０．２６８
０．４６０
０．１３４
０．９３１
０．３０４
０．２８２
０．２８３

６．１７
－２．６９
２．３４
－２．１０
－２．５４

０．０００
０．００７
０．０１９
０．０３６
０．０１１

補助変数

Number of obs＝２７５
LR chi２（５）＝６７．９９／Prob＞chi２＝０．００００／Log likelihood＝－２３７．８／Pseudo R２＝０．１２５１
（出所） 筆者の調査より作成。

表１７ 村パンチャーヤット制度は適切に動いていると思いますか

表１８ 村パンチャーヤット制度は適切に動いていると思いますか

（「いいえ」＝－１，「どちらともいえない，わからない」＝０，「はい」＝１）

ステップワイズ変数減少法による順序ロジット推定

候補説明変数 : pradhan PBOB educ male age LAD Cash_yr debt_prv simple_lbr batai Cattle brahman chamar

dhobi kol bind kumhar kushvaha lodh nai pal pasi patel teli lohar yadav muslim splg_not dis_bdo pradhan_h NP

soraon img_remt img_alhd
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それに対してBD村会域とSS村会域の場合，

現地調査では村長の恣意的な行動が明らかで，

村は政治的に分裂していることもあって，事業

に影響を与えている。例えば先に述べた雇用供

給型貧困緩和事業では事業で雇用を得たNP村

会域の５人の内問題を報告した者は１人もいな

いが，BD村会域の場合６人中３人が，SS村会

域の場合４人中２人が，賃金が満額支払われな

い，遅配などの問題を報告している（注６２）。リー

ダーシップの質の差が村パンチャーヤットの運

営に大きな影響を与え，ひいては郡開発室の行

動にも影響を与えていると考えられる（注６３）。

また，「苅分農地借り入れ」が多い村人は評

価が低いが，経済的に他の村人に依存し，弱い

立場にあることが，村パンチャーヤットの実態

に批判的にさせているのであろうと考えられる。

一方「郡開発行政への接触」の頻度が高い者ほ

ど評価が高いが，そのような村人は村パンチャ

ーヤットや開発行政から少なくとも一定の情報

や利益を得る可能性が高い人々と考えられる。

よって，「郡開発行政への接触」の頻度が高い

者ほど評価が高くなっていると考えられる。

最後にローハール・カースト（注６４）の評価が低

いことがわかるが，カースト変数については村

パンチャーヤット制度の分析でまとめて考察す

る。

次に，村人のパンチャーヤットの必要性に対

する認識を分析してみよう。主調査村会域の２１４

人中１５０人が村パンチャーヤットは必要と答え

ており，必要性は広く認識されている。なぜ，

必要かという点であるが，表１９から，政府開発

事業のチャンネルとして，および村人の意見を

集約し，村の問題を解決するためとの意見が圧

倒的に多い。村パンチャーヤット制度は実質的

には開発事業と関連で必要性が認識されている

のである。

それでは，どのような人が必要性をより認識

しているか，それをみたのが表２０である。郡開

発行政との接触頻度が高い村人は開発行政・村

パンチャーヤット制度に関して何らかの情報や

利益を得る可能性が高い人々であり，それゆえ

に村パンチャーヤットの必要性も認める傾向が

強い。また，教育がある村人はパンチャーヤッ

トの必要性を認識しているが，それは規範とし

てそのように認識しているものと考えられる。

特徴的なのは，カースト・ダミー変数が選択

されたことである。ブラーマンは必要性に否定

的であるのに対して，クシュヴァハは肯定的で

ある。カーストについては後にまとめて述べる。

（２） 村会

最後に村会の運営を探ってみたい。主調査村

会域に関しては，全応答者の７３．８パーセントが

必要と答えた１５０人についての集計
回答数

（重複回答可）
（％）

政府開発事業のチャンネル，適切な村開発のため。
村人の意見を集約。村の問題の解決のため。
村長の役割が重要。村長の行動をチェックするため。

７３
２９
７

４８．７
１９．３
４．７

（出所） 筆者の調査より作成。
（注） 主調査村会域のサンプルのみ。

表１９ なぜ村パンチャーヤットは必要か？
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過去１年，村会に出席していない。しかし状況

は村会によってまったく異なり，メージャー郡

のSS村会域の過去１年の出席率は，９．０パーセ

ント，ソラオン郡NP村会域は５２．７パーセント，

マンジャンプル郡のBD村会域は１４．９パーセン

トと，NP村会域の出席率が飛び抜けてよい。

過去１年間に村会に出ない理由は表２１の通りで

ある。表によると約４割が，村会が機能してい

るのか，機能していてもいつ開催されるのか知

らない。約１割強が村会はこのところ開かれて

いないと認識している。約１割が出席するのは

男性の役目と回答している。このように回答し

たのは女性である。また，興味深いのは約６パ

ーセントと少数であるが，村長が恣意的に村会

を運営しているという指摘で，そのなかには村

長は自分の居住している村にだけ知らせている

という意見がある。

村会に出席するのはどのような人なのかそれ

を探ったのが表２２である。しかし，この表を解

釈する場合，変数「NP村会域」と「パテール」

は実際は重複度が高い変数であることを考慮す

る必要がある。パテールは全体で４４人いるが，

その内４１人がNP村の者である。したがってこ

の２つのダミー変数の関係は「NP村会域」変

数が「パテール」変数をほぼ含むという関係で

ある。この点を考慮して，両変数の意味を考え

ると「NP村会域」の村人の出席率は明確に高

いが，その内パテール・カーストは「相対的」

に出席率が低い，ということになる。出席率は

パテールが４３．９パーセント，その他が６３．６パー

セントである。この点は興味深い。パテールは

NP村においてはその数，土地の所有面積，有

力者の存在などから考えて，優越なカーストで

ある。しかし，村会には，優勢なパテールより

も，「その他」のカーストがより積極的に出席

している。村会は頻繁には開かれないが村の政

被説明変数 : pcht_ne 係数 係数の標準偏差 z P>|z|

郡開発行政関係者との接触 : PBOB
ブラーマン : Brahman
教育レベル : educ
クシュヴァハ : kushvaha
主調査村／補助調査村 : splg_not
切断値1
切断値2

１．５８２
－３．７６２
０．１３５７
２．３２２
－２．１７１
－５．８６５
－２．６２３

０．３５９
０．８９８
０．０３７６
１．０９０
０．５３１
０．６８５
０．５４３

４．４１
－４．１９
３．６１
２．１３
－４．０９

０．０００
０．０００
０．０００
０．０３３
０．０００

補助変数

Number of obs＝２７５
LR chi２（５）＝９７．１７／Prob＞chi２＝０．００００／Log likelihood＝－１４８．９／Pseudo R２＝０．２４６１
（出所） 筆者の調査より作成。
（注） ＊候補説明変数の（NP/soraon）は，この２つの変数を同時に代入すると数値計算が収束しなくな

るため別々に代入して計算。よって２つの推定式が得られるが，“NP”，“soraon”は選択されず，結
果は同じ。

表２０ 村パンチャーヤット制度は必要ですか

（「いいえ」＝－１，「どちらともいえない，わからない」＝０，「はい」＝１）

ステップワイズ変数減少法による順序ロジット推定

候補説明変数 : pradhan PBOB educ male age LAD Cash_yr debt_prv simple_lbr batai Cattle brahman chamar

dhobi kol bind kumhar kushvaha lodh nai pal pasi patel teli lohar yadav muslim splg_not dis_bdo pradhan_h (NP

/ soraon)＊ img_remt img_alhd
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治の重要な決定の場であり，そこにおいて他の

カーストの方が政治的影響力をより積極的に得

ようとしているものと考えられる（注６５）。

次に重要なのは，「村長に会う頻度」である。

村長が村会を取り仕切っている以上，村長に近

い者が村会に出てくる可能性が高いのは自然で

ある。また「郡開発行政関係者との接触」が多

い村人ほど出席の可能性が高い。郡開発室，特

に村開発・パンチャーヤット官は事務局として

村会の運営に関わるので彼らも含めて郡開発行

政との接触頻度が高い村人は村会開催について

の情報を得る確率が高く，したがって参加する

可能性が高くなるものと考えられる。

また，男性の出席率が明確に高く，伝統的な

農村社会では公的空間に出てくるのは男性の役

割ということが示された（注６６）。

その他の特性としては「金貸し，村人等から

の借金」が多い村人ほど出席する確率が高いが，

金銭的に困難かつ依存的立場にあることが，彼

らをして村の開発事業の分配などの決定の場で

ある村会に興味を示させているものと思われる。

以上，表１８，２０，２２では村パンチャーヤット

なぜ村会にでないのか？ 回答数 ％

いつ開かれるか，知らない，知らされていない。
このところ村会は開かれていないと思う。
男性が行くもので，女性は行く必要ない。
村長は知らせず，恣意的に運営。村長は他の自然村に居住。

６３
２０
１６
１０

３９．９
１２．７
１０．１
６．３

（出所） 筆者の調査より作成。
（注） 主調査村会域のサンプルのみ。

被説明変数 : gram_sb 係数 係数の標準偏差 Z P>|z|

NP村会域 : NP
村長に会う頻度 : pradhan
男 : male
パテール : patel
郡開発行政関係者との接触 : PBOB
金貸し,村人等からの借金 : debt_prv
主調査村／補助調査村 : splg_not
切片

３．７４６
１．０３５
２．２９６
－１．８８２
０．４２２

０．００００４９０
－１．３０１
－４．０８６

０．６４３
０．２４１
０．５９９
０．６６０
０．１７６

０．００００２１７
０．４１７
０．７８１

５．８３
４．２９
３．８３
－２．８５
２．３９
２．２５
－３．１２
－５．２３

０．０００
０．０００
０．０００
０．００４
０．０１７
０．０２４
０．００２
０．０００

Number of obs＝２７５
LR chi２（７）＝１２７．９７／Prob＞chi２＝０．００００／Log likelihood＝－１０８．４／Pseudo R２＝０．３７１２
（出所） 筆者の調査より作成。

表２１ 過去１年間に村会に出ない理由：

２１４人中，１５８人（７３．８％）が欠席と回答

表２２ 過去１年に村会に出席したことがありますか（「いいえ」＝０，「はい」＝１）

ステップワイズ変数減少法によるロジット推定

候補説明変数：pradhan PBOB educ male age LAD Cash_yr debt_prv simple_lbr batai Cattle brahman chamar

dhobi kol bind kumhar kushvaha lodh nai pal pasi patel teli lohar yadav muslim splg_not dis_bdo pradhan_h

soraon NP img_remt img_alhd
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制度や村会に関する農民の認識を説明する変数

として「ソラオン郡」，「NP村会域」，「郡開発

行政関係者との接触」，「村長に会う頻度」，「苅

分農地借り入れ」，「教育」などが浮かび上がっ

た。それに加え有意性のレベルはやや落ちるが

カースト・ダミー変数が現れる。ローハール，

ブラーマンはパンチャーヤットの実態や必要性

に批判的であるが，それに対してクシュヴァハ

は必要性を認めている。一方，NP村会域では

パテールに対してその他のカーストが村会によ

り積極的に場を求めている。これらのカースト

・ダミー変数が現れるのは，村パンチャーヤッ

ト―村会が一定程度カースト政治の場になって

いることを示していると考えられる。つまりパ

ンチャーヤット制度の中心的機能は政府開発事

業のチャンネル，村開発といった利益分配にあ

るが，そのなかで「カースト」は一定の重要性

をもつものと考えられるのである。ただし，変

数の有意性のレベルから考えると，「カースト」

を重要視しすぎるのは誤りである。

３．農村開発行政に関する認識・行動と経済

的改善感

本節の最後に今まで被説明変数として扱って

きた９つの村人の認識・行動を検討してみたい。

まず，それらが全体的にどのような構造になっ

ているのか概観し，次にそれらの変数が「経済

的改善感」とどのような関係にあるのか検討す

る。それによって郡開発室・村パンチャーヤッ

ト制度がどの程度村の発展に関係しているのか，

村人の認識から迫ることができよう。

まず，９つの被説明変数はどのようなグルー

ピングになるであろうか。因子分析を適用する

ことでそれをみたのが表２３である。それによる

と表の注に示したような一定の条件の下で行っ

た因子分析から今まで扱ってきた村人の認識・

行動は大まかに３つの因子に分かれる。第１因

子は，郡開発室に対する変数が集まったもので

変数

因子１：
郡開発室に
対するプラ
スの評価

因子２：
村パンチャー
ヤット制度に
対するマイナ
スの評価

因子３：
貧困緩和
事業

ユニーク
ネス

農業の知識，投入材等を求め郡開発室に行く : bo_aginf
家畜が病気の時,郡開発室の獣医を頼る : BD_vtry
郡開発室は重要かつ必要 : bdofc_ni
１０年前より郡開発室改善 : bdofc_10bw
貧困緩和事業の知識 : Gprgm_k
過去２年間に政府雇用事業の受益者 : epl_g
村パンチャーヤット適正に機能 : pcht_fg
村パンチャーヤット必要 : pcht_ne
過去１年間に村会出席 : gram_sb

０．５７８
０．７６６
０．６３０
０．４５９
０．４１３
－０．０３９
－０．１３７
０．３０４
－０．１８８

０．０６５
０．３１４
０．０３９
－０．２５５
－０．１７１
０．０３３
－０．８３７
－０．４０４
－０．８０６

０．０８５
－０．０２１
０．０１０
－０．２９６
０．４９０
０．８２１
－０．２３５
－０．０５９
０．３２７

０．６７８
０．５１６
０．６２１
０．５７１
０．４５７
０．３３１
０．３３９
０．６４４
０．３１２

N＝２５０．「家畜が病気になったとき郡開発室の獣医を頼るか」（BD_vtry）を入れるためにはサンプル数を減らした。
共通因子空間を確定するための主成分の抽出では固有値が１以上の因子の個数は３であったので，因子は３つ抽出し
た。その後に promax斜交回転を適用（カッパ（K）は“４”とした。）。
（出所） 筆者の調査より作成。

表２３ 農村開発行政に関する認識・行動のまとめ：因子分析
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「郡開発室に対するプラスの評価」因子，第２

因子は村パンチャーヤットおよび村会に対する

変数が集まったもので「村パンチャーヤット制

度に対するマイナスの評価」因子，そして，第

３因子は貧困緩和事業に関する変数の集まりで

「貧困緩和事業」因子である。村人の認識は各

制度や事業ごとに比較的にクリヤーにまとまっ

ていると考えられよう。またこれら３つの因子

の間の相関をみたのが表２４である。第１因子と

第２因子には一定の負の相関がみられる。した

がって村人は，郡開発室に対する認識と村パン

チャーヤット制度に対する認識を一応は別個の

ものとして認識しているが，両者に対する評価

には一定の連動性があることがわかる。それに

対して「貧困緩和事業」因子は他の２つの因子

から独立性が強い。

次に，９つの村人の認識・行動変数が「経済

的改善感」とどの程度関わっているのか，検討

する。

表２５は今まで説明変数として考えてきた変数

と，認識・行動変数を合わせて説明変数候補と

して「１０年前と比べて経済状況の改善感」を説

明しようとしたものである。ただし，「村長居

住自然村」（pradhan_h），「郡開発室との距離」

（dis_bdo）は説明変数候補とはならないと考え

られるので，説明候補からあらかじめ除外した。

また，認識・行動変数のうち，「家畜が病気に

なったとき郡開発室の獣医を頼るか」（BD_vtry）

はサンプル数が違ってくるので別途検討した。

表から「経済的改善感」が顕著な村人は，家

族に遠隔地への出稼ぎがおり，金貸しなど非制

度金融からの借金が無い者で，また経済的に裕

福で一定の教育がある者である。すなわち，経

済的上昇の機会に恵まれているか（出稼ぎ，非

制度金融から借金が少ない），または，経済的社

会的階層が高い（経済資産が多い，教育がある）

村人は経済的改善感が高いことがはっきりして

いる。ここで特筆されるのは「遠隔地へ出稼ぎ」

がもっとも重要な変数として選択されたことで

ある。遠隔地とは例えばムンバイ，スーラト，

デリーなどである。遠隔地へ家族が出稼ぎに出

る世帯の経済階層，カーストなどは特に偏りは

ない（注６７）。裕福な世帯からも，貧困な世帯から

も出稼ぎは出ている。このようなオープンな性

格をもつ出稼ぎというチャンネルを通じて大都

市部の雇用機会と結びつくことが経済状況改善

の重要な要素となり，しかも，そのチャンネル

は特定の階層に限らず幅広い層が利用可能なの

郡開発室に対するプラスの評価
郡開発室に
対するプラ
スの評価

村パンチャー
ヤット制度に
対するマイナ
スの評価

貧困緩和事
業の知識と
受益者

郡開発室に対するプラスの評価
村パンチャーヤット制度に対するマイナスの評価
貧困緩和事業の知識と受益者

１
－０．４１６２
０．０８３５

省略
１

－０．０６２１

省略
省略
１

（出所） 筆者作成。
（注） N＝２５０。「家畜が病気になったとき郡開発室の獣医を頼るか」（BD_vtry）を入れるためには
サンプル数を減らした。

表２４ 開発行政と村パンチャーヤット制度に関する人々の認識構造：因子間の相関係数
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である。

次にカーストとしては指定カーストのパーシ

ーやコールの改善感が強いことがわかる。地域

社会の最下層にあるこれらの人々が顕著に改善

感を表明するのは一見意外である。この点を検

証するため応答を検討した（注６８）。主調査村会域，

補助調査村会域あわせたパーシーの人 ２々５人中

１４人が改善感を表明しているが，その理由とし

て「労賃の上昇」，「子供が働きだした」，「都市

部での雇用機会」などをあげている。同様に，

コールの人 １々０人中６人が改善感を表明してい

るが，その理由は「自分の努力」，「労賃の上昇」，

「家族のメンバーが働きだした」などである。

すなわち労賃の上昇や都市部での雇用機会の拡

大というマクロな経済環境の改善が，従来就労

機会の範囲が狭いこれらのカーストの人々にプ

ラスに働いた可能性が高い。

最後に「１０年前より郡開発室改善」が選択さ

れたが，これは先に述べたように郡開発室が村

レベルで開発事業を行っているという認識と密

接に関連すると考えられる。非効率，腐敗など

様々な問題は抱えつつも開発事業は経済状況の

改善感にある程度寄与しているといってよいで

あろう。ただし，他の変数に比べて説明力は落

ちる。郡開発室，村パンチャーヤット制度，貧

困緩和事業に関する変数では選択されたのはこ

の変数だけで，全体としてみるとこれらの制度，

事業が経済状況改善につながっているという認

被説明変数 : eco_flg 係数 係数の標準偏差 z P>|z|

家族が遠隔地へ出稼ぎ : img_remt
パーシー : pasi
金貸し，村人等からの借金 : debt_prv
経済資産 : LAD
コール : kol
教育レベル : educ
１０年前より郡開発室改善 : bdofc_10bw
主調査村/補助調査村 : splg_not
切断値１
切断値２

０．８１３
１．２０３

－０．００００４０３
０．３６８
１．４６４
０．０５１４
０．４０６
０．８８６
－０．０４０
１．５０６

０．２８４
０．４４０

０．００００１６０
０．１４８
０．６６３
０．０２４７
０．１９９
０．２８０
０．３１２
０．３２５

２．８６
２．７３
－２．５２
２．４９
２．２１
２．０８
２．０４
３．１７

０．００４
０．００６
０．０１２
０．０１３
０．０２７
０．０３８
０．０４２
０．００２

補助変数

Number of obs＝２７５
LR chi２（８）＝４８．８３／Prob＞chi２＝０．００００／Log likelihood＝－２６９．０／Pseudo R２＝０．０８３２
（出所） 筆者の調査より作成。
（注）（１）＊被説明変数「１０年前と比べて経済状況の改善感」（eco_flg）に対して，「村長居住自然村」か否か

（pradhan_h），「郡開発室との距離」（dis_bdo）は説明変数候補とはなり得ないと考えられるので，
説明候補から除外した。

（２）BD_vtryはサンプル数が違ってくるので，別途検討したが，“eco_flg”に対する説明変数としては統
計的有意性は検証されなかった。

表２５ １０年前と比べて経済状況の改善感

（「悪化」＝－１，「変化なし，わからない」＝０，「改善」＝１）

ステップワイズ変数減少法による順序ロジット推定

候補説明変数：male age brahman bind kumhar kushvaha lodh nai pal patel teli lohar yadav muslim chamar dhobi

kol pasi LAD Cattle debt_prv Cash_yr img_remt img_alhd simple_lbr batai educ splg_not NP soraon pradhan

PBOB bdofc_ni bo_aginf bdofc＿１０bw epl_g gram_sb pcht_ne pcht_fg Gprgm_k＊
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識はあまりないことは明らかである。

以上から，村人が経済状況の改善を感じる要

因は，一般的に経済上昇の機会が開けているこ

と，経済的社会的階層が高いこと，さらには，

低カーストにとっては労賃など経済状況が改善

することが，大きいことがわかる（注６９）。郡開発

事業の開発実績も若干の重要性は認識している

が，大体においてマイナーな存在であるといえ

よう。

Ⅳ まとめと結論

表２６は９つの被説明変数とその各々に対して

選択された説明変数をまとめた表である。前節

の第３項の分析から，「郡開発室」，「貧困緩和

事業」，「村パンチャーヤット制度」に分かれる

ので順序はそれに沿った。個々の被説明変数に

ついては既に説明したので，ここでは本稿の最

初の問題設定に沿って郡開発室と村パンチャー

ヤット制度について，まず，機能不全の概要を

述べ，そして表２６の説明変数の要約を参照しつ

つまとめたい。

まず第１に，郡開発室による普及事業に関し

ては「必要な情報や適切な投入財がない」，「対

応が悪い」，「コミッションを取られる」といっ

た機能不全の状況にあり，利用する農民は２割

程度となっている。獣医サービスに関しても「対

応が悪い」，適切な「薬がない」など機能不全

の問題を抱えるが，農村部では他の選択肢をみ

つけることが難しいことから利用率は３～５割

とかなり高い。貧困緩和事業に関しては事業の

趣旨にそって「苅分農民」，「単純肉体労働者」，

「指定カースト」などで代表される社会的経済

的弱者層が大体受益者となっている。しかし，

郡開発室 貧困緩和事業 村パンチャーヤット制度

被説明変数

説明変数

農業知
識，投
入財

獣医サ
ービス

郡開発
室は重
要また
は必要

郡開発
室は１０
年前よ
り改善

貧困緩
和事業
の知識

政府雇
用事業
で雇用
された

村パンチ
ャーヤッ
トは適切
に運営

村パンチ
ャーヤッ
トは必要

村会に出
席

ソラオン郡
NP村会域
郡開発室との距離
郡開発行政関係者との接触
村長に会う頻度
教育レベル
経済資産
金貸し，村人等からの借金
男
苅分農地借り入れ
単純肉体労働者
指定カースト
ヤーダヴ
ローハール
ブラーマン
クシュヴァハ
パテール

－

－

＋

－

＋

－

＋
－

－

＋

－
－
＋

＋
－
－
＋

－

－

＋
＋
＋

＋

＋

－

－

＋

＋

－
＋

＋

＋
＋

＋
＋

－

（出所） 筆者作成。

表２６ 被説明変数の概略：［＋］＝係数はプラス，［－］＝係数はマイナス

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人

37



本来受益者となる資格のない者が一部混じって

いたり，規定の賃金が払われない例や遅配など

の問題が確認された。またジェンダーによって

貧困緩和事業の知識が顕著に違うことも問題と

してあげられよう。

このような問題を抱える行政機関に対して，

民間部門という選択肢があり，かつ，それを利

用する能力がある階層は行政機関との関わりか

ら「退出」することが確認された。これに関し

ては大都市部近郊にあるかどうかということが

非常に重要である。分析では「NP村会域」や

「ソラオン郡」といった変数の重要性がそれで

ある。大都市に近く，民間が供給する財・サー

ビスや雇用が相対的に得やすければ機能不全の

行政機関に依存する必要はない。これは普及事

業や貧困緩和事業に関して大きな意味をもち，

大都市近郊ではそのような公的サービスに頼る

必要性は薄いことがわかった。

ただし必要性は公的サービスの性格によって

違う。獣医サービスの場合は郡開発室の利用度

は相対的に高い。その専門性，家畜を扱うとい

う性格からサービスを得るため移動することが

難しいからである。もっともコミュニティの性

質によっては利用度に違いがあり，例えばヤー

ダヴはその伝統的職業が農業と畜産ということ

から，問題が多い郡開発室の獣医サービスに関

しては批判的である。

また，経済階層によって評価が異なる点が重

要である。経済的資産が多い村人は郡開発室の

必要性を認めない傾向が強い（注７０）。また彼らは

貧困緩和事業の受益者ではないからその知識も

当然低い。要するに経済力のある村人にとって

郡開発室の必要性は薄い，すなわち「退出」す

る傾向が高いといえる。

当然であるが村人の能力や郡開発室へのアク

セスの容易さによっても「退出」の様態は異な

る。村人の能力に関しては，教育のある村人は

郡開発室の普及事業についての情報が豊富で，

そのためその財・サービスを利用しやすくして

いる。一方，アクセスが容易であれば利用する

確率は高まるといえる。例えば郡開発室との物

理的距離が近いほど普及事業や貧困緩和事業の

情報や恩恵を受けやすく，結果的に郡開発室の

評価も高くなる（注７１）。さらに，郡開発行政関係

者との接触頻度が高いほど獣医サービスの利用

率は高く，また，貧困緩和事業の知識も多くな

る。アクセスが容易な村人ほど「退出」する確

率は低い。

第２に村パンチャーヤット制度についてであ

るが，まず，同制度を村人は「政府開発事業の

チャンネル」，「村の開発」，「村の問題解決」の

ための制度と認識している。とりわけ「水平的

コントロール」のチャンネルという認識に重な

る前２者のイメージが非常に強い。このような

いわば規範的イメージに対して，現実の制度は

「村長による恣意的運営」，「腐敗」，「グループ

間の紛争」など多くの機能不全を抱えているこ

とも明らかになった。特に村長にまつわる機能

不全をあげる村人が多い。しかしながら機能不

全の程度は村会によって違う。違いが生じるひ

とつの重要な要素は村の指導者の質である。

「NP村会域」や「ソラオン郡」は大都市近

郊を代表する変数であると同時に優れた指導者

がいる村会域を代表する変数でもある。これら

の地域では村パンチャーヤット制度の評価は高

いし，また，村会出席率も高い。さらに，貧困

緩和事業も他の地域より適切に実施されている。

すなわち，優れた指導者のいる村会域では村は
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集合的にまとまりやすいし，また，郡開発をし

てより適切な事業を行うようにできていると考

えられる。すなわち優れた指導者は「水平的コ

ントロール」の必要条件である，といえるだろ

う。

ただし，村の実質的指導者は村長とは限られ

ないことに注意すべきである。例えばNP村会

域の場合がそうであった。しかし，多くの場合，

村長が村パンチャーヤット制度の要で，例えば

実際上，村長は貧困緩和事業の受益者の決定に

おいて決定的に重要であることが明らかになっ

たし，他の開発事業の利益分配についてもそう

である。村長が「水平的コントロール」の要と

して開発事業を握る以上，村長と密な関係にあ

る村人は開発利益を得る可能性が高く，したが

って村パンチャーヤット制度，さらには，郡開

発室への親近度も高いということになる。村長

と接触頻度が高い村民ほど，村会への出席，郡

開発室に対する改善感が高い，すなわち郡開発

室・村パンチャーヤット制度全体に対する評価

が高くなるのも当然であろう。

一方，指導者の他にも「水平的コントロール」

の性格を決める重要な変数が存在する。社会構

造とりわけ，経済階層の違いが重要である。重

要なポイントは，従来は経済力のある「支配的」

階層が村パンチャーヤット制度も牛耳っている

という考えがあったが，本調査では逆の結果が

でたことである。すなわち，かなりの村人が金

貸し，村人など高利の非制度金融から借金して

いるが，そのような困窮した村人ほど，村会に

参加する傾向が高いのである。そのような村人

は，ある意味公的なセーフティー・ネットであ

る貧困緩和事業などにも注意をむける余裕のな

い人々であるが，そのような経済的弱者層の方

が村の政治に参加する傾向が高いのである。

社会構造に関してはジェンダーによる認識の

違いも重要である。農村部では今日でも女性が

公的な場に関わることは少なく，村会など村の

政治は男性がやるものとの認識は根強い。

最後にカーストの影響を指摘する必要がある。

特徴的なのは伝統的カースト制度の最上位にあ

り教育もあるブラーマンや，経済的に優越する

パテールなど村では有力なカーストが村パンチ

ャーヤット制度に批判的であったり，参加度が

低かったりすることである。逆にいえば相対的

に後進的なカーストが村パンチャーヤット制度

を評価し，そこに参集する傾向がみられるとい

うことである。カーストと経済階層は一定の相

関をもち，低いカーストほど経済的にも後進的

であるから，この結果は経済的弱者層の方が参

加する傾向が高いという前の結果と整合的であ

る。カーストの影響力は他の変数に比べてそれ

ほど強くはなく，その重要性を過大評価すべき

ではないが，まったく無視することも間違いで

あるといえよう。

以上の社会構造に関する検討から社会的経済

的弱者層の男性が「水平的コントロール」に参

集する傾向が強いことが明らかになった。村パ

ンチャーヤット制度が選挙を基に構成されてい

る以上，数が多い社会的経済的弱者層の支持が

重要であり，村長は彼らの要求に何らかの形で

答えようとする。このようなロジックが社会的

経済的弱者層のほうがより参集するという傾向

を現出させているものと考えられる。逆に社会

的経済的に有力な層は数的には劣性で数がもの

をいう村の政治の場では不利であるし，また，

村の政治に頼らなくとも自立してやっていける

能力が高いので，村パンチャーヤット制度から

北インド，東部ウッタル・プラデーシュ州における開発行政と村人
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「退出」する傾向が高いものと考えられる。

その他の変数については，まず，教育の重要

性について述べる必要があろう。教育のある村

人は，様々な機能不全を認識しつつも郡開発室

や村パンチャーヤット制度の必要性自体は認め

る傾向が強く，また，郡開発室との接触，貧困

緩和事業の知識も多い。すなわち，教育は村人

の規範的側面や知識を強化する効果が顕著であ

る。したがって教育の普及によって規範意識や

知識が強化されれば，それは村パンチャーヤッ

ト制度を通じて「水平的コントロール」の強化

に結びつくことが考えられる。

一方，郡開発行政関係者との接触が多いほど

村パンチャーヤット制度に対するコミットメン

トは強くなる傾向があることも確認された。す

なわち，接触が多いほど村パンチャーヤットに

対する評価は高く，村会に出席する確率も高く

なる。これは主として接触が頻繁なものほどパ

ンチャーヤットに関する知識，情報が高まるこ

とによるものと考えられる。

以上，郡開発室と村パンチャーヤット制度を

対象として村人の意識から農村開発行政の実態

を探った。分析対象の９つの変数間の関係につ

いての認識は，村人は「郡開発室」，「貧困緩和

事業」，「村パンチャーヤット制度」を各々ひと

まとまりのものとして認識しているが，この３

つのまとまりでも，「郡開発室」と「村パンチ

ャーヤット制度」は連続したものとして認識し

ていることがわかった。それは両制度の関係を

反映したものといえる。

最後に村の経済活動全体からみてみると，こ

のような開発行政は村人の経済状況を決める要

因の内，小さな部分を占めるにすぎないとこが

わかる。確かに「経済状況改善感」の分析で示

したように，郡開発室の開発事業が経済状況の

改善感に寄与しているが，その割合は小さい。

むしろ，大都市部への出稼ぎ，経済状況の改善

による労賃の上昇など経済的機会の拡大や教育

など社会的能力の上昇，そして経済的地位が村

人の経済的状況を改善しているとする認識が圧

倒的に大きいというべきである。村の経済発展

において開発行政の比重は相対的に小さい。

本稿では「郡開発室」と「村パンチャーヤッ

ト制度」をできるだけ包括的に評価しようとし

た。個々の分析で問題点を指摘したが，全体的

にみると機能不全状況にあると評されてもしょ

うがない状況にあり，したがって村人の評価は

否定的である。そのようななかで自らの経済発

展をはかる村人の選択肢としては，民間部門の

機会が開かれている場合，たとえば，大都市部

での就労機会に恵まれている場合，そのような

機会を利用して状況を改善するという選択を行

っていると考えられる。また経済的に力ある階

層は機能不全の公的部門に依存せず自ら発展を

はかっていると考えられる。

関連して，調査前のひとつの仮説は村の有力

者は郡開発室など公的部門と癒着することを梃

子として経済的発展をはかるというものであっ

た。確かに腐敗行為も存在し，一部の有力者に

不当に便益が分配されている例がある。しかし，

経済的に裕福な村人はむしろ開発行政に批判的

であることからもわかるように全体的にそのよ

うなプロセスの重要性は低く，かれらはむしろ

開発行政から「退出」しつつあると考えられる。

一方，社会的経済的弱者層は村パンチャーヤ

ット制度など郡開発室の利益分配チャンネルに

つながる公的な政治の場に頼る傾向がある。彼

らの立場は弱いが故に個人レベルで自律的発展
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を歩むことが難しく，それ故にまとまって公的

な場に頼る傾向があるのではないかと考えられ

る。弱者層はまとまった集合的行動がとれれば

数的優勢を作り出せ，長期的には「村パンチャ

ーヤット制度」を梃子として，少なくとも弱者

層に不利ではない利益分配の構図を現出させる

可能性がある。他の研究（注７２）から，おそらくUP

州の他地域でもそのような状況は徐々に多くみ

られるようになっていくのではないかと思われ

る。ただし，村パンチャーヤット制度には村長

をめぐる政治，また，影響力は落ちるとはいえ

カースト政治など村の政治構造という制約要因

があり，そのような傾向が実現するとしても跛

行的な過程となろう。

最後に，「郡開発室」と「村パンチャーヤッ

ト制度」は存在感は小さいとはいえ，開発行政

と村の政治の中心的チャンネルという事実は残

る。したがって事態を改善するポイントは何に

なるか，まとめることは有意義であろう。３つ

のポイントが重要と考えられる。第１は大前提

として，５年ごとのパンチャーヤット制度の選

挙が適正に行われることである。村長と村パン

チャーヤット制度は村の弱者層のひとつの依拠

すべき政治の場であり，それができるだけ正常

に近い状態を保つためには定期的かつ正常な選

挙を通じての政治的競争がやはり必要であ

る（注７３）。村レベルには政治は有害との議論は現

在では根拠がない。

第２に，重要なポイントは中長期的な要因で

あるが，やはり教育の重要性を指摘しておきた

い。教育レベルの高まりは村人の規範と知識の

レベルを上げることによってより正常な制度運

用を要求する力となる。

第３に，本稿の議論外であるが，郡開発室に

対する上からのチェック体制の強化（注７４）がやは

り，必要である。村パンチャーヤット制度から

の圧力だけでは，郡開発室にショックを与え正

常化する力は小さい。

以上，本稿の分析対象は開発行政の経済的な

財・サービスであった。これらは経済発展が急

なインドでは，今後民間部門からより容易に購

入することができる可能性が高い。しかし，社

会セクター部門のサービス，例えば，初等教育

や保健サービスは「準公共財」としての性格が

より明確で公的部門に期待される役割はまだ非

常に大きい。このような公的社会セクター部門

の評価のほうが今後，農村開発行政の評価の中

心的ポイントになる可能性が高いと思われるが，

その分析は後の課題としたい（注７５）。

（注１）２０００／２００１年度の灌漑率は約４０パーセ

ントである［Directorate of Economics & Statistics

２００４，１６３］。

（注２） 近年の農産物の生産高に関しては，

以下の表を参照。

表 インドにおける農産物生産高

作物（単位） ２００１／２００２ ２００２／２００３ ２００３／２００４ ２００４／２００５ ２００５／２００６ ２００６／２００７＊

米（１００万トン）
小麦（１００万トン）
雑穀（１００万トン）
豆類（１００万トン）
綿花（bales＝１７０kg）

９３．３
７２．８
３３．４
１３．４
１０．０

７１．８
６５．８
２６．１
１１．１
８．６

８８．５
７２．２
３７．６
１４．９
１３．７

８３．１
６８．６
３３．５
１３．１
１６．４

９１．８
６９．４
３４．１
１３．４
１８．５

９０．０
７２．５
３２．０
１４．５
２１．０

（出所） Ministry of Finance（Government of India）（２００７，Table ８．７，８．８）。
（注） ＊Ministry of Agricultureによる事前推定値。
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（注３） Manmohan Singh連邦首相は２００６年

１月には，「科学者が開発する新技術は，小農，

零細農にとって経済的に手頃かつ適正な技術で

あるべきである。第１次の緑の革命に対しては

２つの批判がある。１．それは乾燥地農業に役

立たなかった，２．それは規模中立的でなく，

大農家だけを利した。我々は，第２次の緑の革

命技術が特に乾燥地農業に焦点を当てるもので，

かつ，小農や零細農を利するものであることを

保証しなければならない」，と述べている［The

Hindu ２００６年１月３日］。

（注４） インドの農業普及事業の現状として

例えば，Sulaiman and Holt（２００４，５４）。農業技

術普及改革のボトルネックについては Sulaiman

and Holt（２００４，７８）。

（注５） 「指定カースト」（Scheduled Castes）

とは，憲法第３４１条に基づき指定されるカースト。

指定されるのは主に歴史的に差別されてきた旧

不可触民である。同様の概念として，「指定部族」

（Scheduled Tribes）は憲法第３４２条に基づき指

定される後進的な部族民。指定カースト，指定

部族は選挙や政府，教育機関への採用において

優遇措置を受けることができることが憲法上認

められている。

（注６） その全般的展開に関しては近藤

（１９９８）を参照。

（注７） “Non−farm sector”の所得向上におけ

る役割は非常に大きいが，教育は非農業部門へ

移行するためのひとつの鍵になる。UP州におけ

る実証的研究として Sharma and Poleman（１９９３）

を参照。

（注８） 中央政府の立法，“National Rural Em-

ployment Guarantee Act, 2005”によるもの。ジャ

ンムーカシュミール州をのぞく全ての州で適用

される。貧困世帯の１名に年間１００日の雇用を保

障するという事業。特徴は，もし州政府が雇用

を保障できない場合，その分の失業手当を支払

わなければならないと規定している点で，事業

の実施に強制性をもたせた点が従来の事業と大

きく異なる。

（注９） 発足当時は「コミュニティ開発」と

いう考え方の下に社会開発も含め農村の包括的

な発展の中心となることが期待された。本稿の

対象とするUP州の初期の展開については，Gov-

ernment of Uttar Pradesh（１９５９）。

（注１０） UP州の状況については例えば，Centre

for Local Self−Governance（２０００），Institute of So-

cial Sciences（２０００，２８９―３０５）。

（注１１） UP州で１９８０年代以前にパンチャーヤ

ットが支配カーストの道具であるような状況に

ついては，Zamora（１９９０），Asthana（１９６７）を

参照。１９７０年代以前でパンチャーヤットと農村

開発行政がうまくいっていない状況としては，

Hatim（１９７６）。

（注１２） この点についてUP州に関しては，

Sharma（１９７８），Brass（１９８３），Singh（１９８８，

Chapter 5），Singh（１９９２），Fukunaga（１９９３），

Misra（１９９３），Hasan（１９９５；１９９８，Chapter 3），

Lerche（２００３）参照。

（注１３） 例えばグジャラート，UP，西ベンガ

ル，タミル・ナードゥの４州の行政機関の「配

達」の村人による評価として，Shiviah et al.（１９８５）。

また中部UPの調査例として，Pant and Kondo

（１９９４）。近年中央政府のMinistry of Rural Devel-

opmentの Monitoring Division は貧困緩和事業を

中心に様々な農村開発事業の総合的インパクト

を各県（District）ごとに評価するために“Impact

Assessment Study of Rural Development Pro-

grammes”を行っており，NGOや関連機関に調査

を委託している。この調査は基本的にNGOなど

による評価で主として２次資料などに頼るもの

であり，必ずしも村人の評価ではないが，各県

の事業の問題点の概要を把握するためには有用

である。

（注１４）１９９０年代半ばのUP州の行政の機能不

全の様相を包括的かつ事実に基づいて検討して

ものとして，Comptroller and Auditor General of

India（２０００）。

（注１５） 新しい制度の下で村パンチャーヤッ

トの機能としてはUttar Pradesh Panchayat Raj

Act，１９４７（２００４年までの改正を含む），１５条参

照によると以下がある［Eastern Book Company
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２００４］。◯１農業および農業普及，◯２土地改良およ

び土地改革，◯３小規模灌漑および水利管理，◯４

畜産，酪農業および養鶏，◯５漁業，◯６林業，◯７

森林からの有用物の採集，◯８小規模工業，◯９村

落家内工業，◯１０農村住宅，◯１１飲料水，◯１２燃料お

よび飼料用農地，◯１３道路，通路等，◯１４農村電化，

◯１５非伝統的エネルギー源，◯１６貧困緩和事業，◯１７

小中学校教育，◯１８技術・職業教育，◯１９成人・イ

ンフォーマル教育，◯２０図書館，◯２１スポーツ・文

化，◯２２市場および市の管理，◯２３保健衛生，◯２４家

族福祉，◯２５経済開発計画，◯２６母子福祉，◯２７障害

者や精神障害者等の社会福祉，◯２８指定カースト

や指定部族など弱者層の福祉，◯２９公共配給シス

テム，◯３０コミュニティの資産管理。

（注１６） 多くの問題点が新パンチャーヤット

制度のもとでも解消されていない点については，

Dhar and Gupta（２００３）。

（注１７） しかし，分権化はまだ不十分という

批判は多い。例えばパンチャーヤット制度によ

る開発計画策定能力はいまだ貧弱であるし，ま

たパンチャーヤット制度の政治家には行政機構

をコントロールする十分な人事権などが付与さ

れていない。

（注１８） インドの現状では「分権化」によっ

て「国家」がより人々に近い存在に自動的にな

るということもないし，また，自動的に貧困者，

女性など弱者へのエンパワーメントともならな

いことは例えば，Corbridge et al.（２００５，Chapter

7）。

（注１９） インドは連邦制をとり，中央（連邦）

政府と州政府の２層構造をとることが基本で，

地方行政，地方自治，農業などは州政府の立法

行政管轄事項である。

（注２０）１９９５年以前の実態としては，Singh

（１９９８）の８５ページ以下の財政諸表が参考にな

る。１９９５年以降，２０００年までの財政状況につい

ては，Government of Uttar Pradesh（２００２，１０―

１４）。とりわけ本稿の主要な対象とする村パンチ

ャーヤットレベルの財政については，Govern-

ment of Uttar Pradesh（２００２，５２―５３）。

（注２１） UP州の例として，Oldenburg（２００５，

１５７）。

（注２２） このような資源の依存関係によって

政策実施の実態が決まるとするのは，Echeverri−

Gent（１９９３）。特に chapter 2 参照。

（注２３） 村人の「集合的行動」の重要性はパ

ンチャーヤット制度に関する憲法改正でも認識

されているとみるべきである。第７３次改正では

成人全員参加の「村会」（Gram Sabha）が村レ

ベルのパンチャーヤット制度で「集合的行動」

が実現する場として位置づけられていると考え

られる。

（注２４） ここでの「社会資本」はパトナムの

考え方に沿ったもの［Putnam et al.１９９３］。

（注２５） UP州の女性の政治参加一般について

は，Mehta（２００２），Nayar（２００４）。パンチャー

ヤットへの女性の進出は下表のように量的には

かなり進んでいる。

女性議員数（２０００年） 総議席数
女性留保議席数 一般議席の

女性数指定カースト 指定部族 その他後進階級

村パンチャーヤット村長
村パンチャーヤットメンバー
郡パンチャーヤットメンバー
県パンチャーヤットメンバー

５２，０２８
６２０，９０８
５２，６７４
２，１２６

４，１３８
６２，９１１
４，４８７
２０７

１２
１４７
１４
２

６，１０８
６６，４１７
５，４５０
２４３

７，９０２
１０１，３９０
８，６２９
３３６

（出所） Nayar（２００４，９３）。
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（注２６） 筆者は１９８８年に旧アラハバード県の

開発行政官の意識調査を行っている。その後，

既述のようにUP州では新しいパンチャーヤット

制度が１９９５年から施行され農村開発行政の環境

は制度的に大きな変革があった。また，１９９１年

からの経済改革を契機とする農村の経済発展も

あった。これらは草の根レベルの開発行政の官

僚制自体または村におけるその意味，評価に影

響を及ぼした可能性があり，それを探るため，

筆者は２００４年にも開発行政官の意識調査を１９８８

年の調査と同じ地域を対象として行った。一方，

開発行政の評価には受益者たる農民の評価が欠

かせないため，それを調べるために行ったのが

本稿の対象とする開発行政に対する村人の意識

調査である。１９８８年の調査に合わせるために，

いずれも旧アラハバード県を調査対象とした。

（注２７）「村開発・パンチャーヤット官」（Vil-

lage Panchayat and Development Officers）は，

１９９９年に郡レベルのいくつかの官僚，ワーカー

を統合してできた多目的なワーカーで，村に出

向いて郡開発室の全ての仕事を行う。

（注２８） 以下「郡」と略称する場合もあるが，

同じ。

（注２９） 両者とも２００２／２００３年の値。Economic

and Statistics Section (Allahabad)(n.d., 1), Eco-

nomic and Statistics Section (Kaushambi) (n.d., 1)

（両資料とも原文はヒンディー。英訳は筆者に

よる）。

（注３０） マンジャンプル郡のBD村会域の名簿

は２００３年，ソラオン郡のNP村会域は１９９９年，メ

ージャー郡のSS村会域は２００５年の名簿であった。

年はバラバラであるため，若年層のサンプリン

グで若干の影響を与える可能性があるが，表１

の主調査村会域の平均年齢をみる限りその影響

はほとんどない。実際の調査で検証したところ，

年齢をのぞき名簿の記述自体は比較的に正確で

あった。当該村人に会えない理由としては，遠

い農地や都市部に働きに出ている場合，出稼ぎ

に出ている場合などがあった。このような手順

で２００５年２月にマンジャンプル郡のBD村会域，

５月にソラオン郡のNP村会域，６月にメージャ

ー郡のSS村会域を対象として選択し調査を行っ

た。

（注３１） これは委託調査で行い，筆者が同２

月に現地を訪れ調査のチェックを行った。

（注３２） UP州のように後進的な村で状況を聞

く場合，村の状況をよく知り，要領よく答えて

くれるのは一定の教育を受けた男性である場合

が多い。したがって，厳格なサンプリング手順

によらない補助調査村会域の場合，「的確にしゃ

べってくれる人」にインタビューしようとする

とこのようなバイアスが生まれる。このデータ

は村の代表性が重視される場合は分析に用いら

れないが，そのようなバイアスをコントロール

できる回帰分析などに使うことには問題ないで

あろう。

（注３３） 変数の除去および取り入れ基準は説

明変数のワルド統計の有意確率より判断し，除

去レベルは０．０５１，取り入れレベルは０．０５とした。

通常の基準より厳しいがステップワイズの変数

減少法を適用していること，および，サンプル

数に対して説明変数の候補が多く，しかも，多

くのダミー変数を含み，多重共線性の問題が発

生しやすいことからやや厳しいレベルを設定し

た。

（注３４） サンプル数がそれほど多くないので，

promax法にて回転を行った結果を参照した。

（注３５） 郡開発室の村開発・パンチャーヤッ

ト官などは自ら出向いて村人に働きかけること

を本来期待されている。したがって「遠い／行

く時間がない」という答えは，郡開発室が理想

的に動いている場合はあまり現れてこないはず

である。

（注３６） ただしこの質問に対する回答は包括

的なものではないので，この数値は参考資料と

する。しかし，郡開発室を利用する者も含めて

多くが民間の店，または，市場から仕入れるか，

あるいは農民間で融通しあう場合が圧倒的に多

いのは間違いない。

（注３７） 特に零細農の場合，農地が小さく投

入材の必要量も少ないため，わざわざコストを

かけて対応の悪い郡開発室に出向いても，必要
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な情報や投入材が得られるかどうかわからない

のでは，行くインセンティブはきわめて小さい。

また郡開発室では肥料など１袋単位でしか売ら

ないということで，多くを必要としない零細農

には不適切との答えもあった。

（注３８） 雌牛や水牛はミルクの有力な供給源

であるが，農地面積が大きくなるに従って増え

ている。役牛（去勢雄牛）については，当然の

ことながら土地無し層はほとんど所有しておら

ず零細農以上で所有がはっきりするが，平均的

にみると農地面積に所有頭数は比例しない。特

徴的なのは山羊で，他の家畜と比較すると土地

無し層では相対的に山羊の頭数が最も多く，逆

に中，大農では相対的に最も少ない。つまり，

山羊は土地無し貧困層にとってはミルクや肉の

供給源として非常に重要な位置づけにあるとい

うことがいえよう。

（注３９） 獣医は家畜の治療の他に，地域の防

疫体制の末端を担っており，疫病防止のための

予防注射の実施，優良品種の種付けなども行っ

ている。彼らの県レベルの上司は県畜産官（Dis-

trict Livestock Officer）であるが，郡レベルでは

郡開発官がまとめ役となっている。

（注４０） 交通費に加えて一定のお金を渡すと

のことである。３００ルピー，５００ルピーという具

体例が報告されている。獣医が勤務の一環とし

て仕事をするのか，私的にやっているのかは曖

昧で，多額のお金を要求された場合は貧困層に

は対応できない。村人のほとんどは現行の郡開

発室の対応に不満であるが，選択肢が限られて

いるので，頼らざるを得ない場面がある。

（注４１） 専門家ではないが，農民として家畜

の治療に詳しい者，みようみまねで薬の知識を

得た“Jholaa chaap”と呼ばれる者などである。ち

なみに“Jholaa”とは肩掛け袋のことで，これに薬

などを入れてもち歩く者という意味である。

（注４２） NP村会域はアラハバードに近く，約

１キロメートル離れたShivgarhというマーケッ

トで薬を購入，または，民間の医者に来てもら

うという回答が多数。

（注４３） 「ヤーダヴ」は伝統的には農耕と畜

産を行う農民カースト。

（注４４） 家畜数と社会経済変数の関係は以下

の回帰を参照。同じ農地面積であれば家畜の所

有はヤーダヴがもっとも多い。

ステップワイズ変数減少法によるOLS推定

候補説明変数 : BD_vtry educ land Cash_yr debt_prv simple_lbr batai brahman bind chamar dhobi kol
kushvaha kumhar lodh nai pal pasi patel teli lohar yadav muslim splg_not NP soraon img_remt img_alhd

被説明変数 : 家畜数 : Cattle 係数 係数の標準偏差 t P>|t|

所有農地面積 : land
yadav
batai
muslim
切片

０．４７１
１．４０３
１．７４８
－１．１８０
１．７８７

０．０６１
０．２８７
０．４１４
０．４７４
０．１６４

７．７０
４．８９
４．２３
－２．４９
１０．９１

０．０００
０．０００
０．０００
０．０１４
０．０００

Number of obs＝２５０
F（４，２４５）＝３１．０３／Prob＞F＝０．００００／R−squared＝０．３３６２／Adj R−squared＝０．３２５４．
（出所） 筆者の調査より作成。
（注）（１）推定は家禽を有するものについてだけ行った。

（２）説明変数で経済資産に関しては所有土地面積が重要であるから“LAD”に変えて所有農地面積 :
“land”を代入した。

（３）説明変数感の多重共線性は分散拡散要因（vif）でチェックし，まったく問題ないことを確
認。しかし，誤差項の不均一分散はWhiteのテストで確認したところ，確認された。これは
説明変数の“yadav”，“batai”，“muslim”がダミー変数であることによるところが大きいもの
と推察される。しかし，係数の不偏性には影響しないので，ここではそのまま提示した。
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（注４５） 牛などが病気になったとき，自分で

対処する以外は通常は往診を頼む。Mejaの主調

査村会域では郡開発室の獣医が住んでおり，形

式的には郡開発室の支部（Upshaka）となってい

る。よって，その診療を受けた場合は郡開発室

の診療を受けたものとした。しかし農民の話に

よれば定められた以上のお金をとっており，実

態としては私的に働いている，とのことであっ

た。

（注４６） この種の事業では１９８９年に当時の中

央政府によって大々的に開始された“Jawahar

Rozgar Yojana”＝JRYがもっとも有名でSGRYはそ

の後継事業である。そのため，多くの村人の間

では現在でも“JRY”としてこの種の事業が認識さ

れている。２００１年に開始される。中央政府と州

政府の共同事業で “centrally sponsored pro-

gramme”といわれるものである。

（注４７） 中央政府が２０００年に開始した事業で

主に村と幹線道路をリンクさせるリンク・ロー

ドを建設する事業。

（注４８）１９８５年から雇用供給事業の一部とし

て開始されたが，９６年以降独立した事業となっ

た。

（注４９） 総合農村開発事業（Integrated Rural

Development Programme）を引き継いで１９９９年

に開始される。

（注５０） 本調査では「指定部族」はいない。

（注５１） 農村の社会開発において女性の意識

や知識の向上は非常に重要である。その点から

も貧困緩和事業に関して女性が無知であるとい

う状況は早急に改善される必要がある。

（注５２） とりわけ村開発・パンチャーヤット

官が重要である。郡開発室の村開発・パンチャ

ーヤット官は各郡に含まれる村の数に応じて数

十名いるが，郡開発室と村人を結ぶ文字通り農

村開発行政の末端である。村開発・パンチャー

ヤット官は貧困緩和事業の仲介役でもあり，彼

等に会う頻度の高い村人が事業の認知度が高い

のは当然であろう。

（注５３） 本調査の９例より。

（注５４） 本調査では「この１０年で経済状況は

改善したか，否か」という項目があるが，「非制

度金融からの借金額」と負に統計的（ロジット

回帰）に有意である。

（注５５） “Kharanja”と呼ばれる煉瓦舗装の村道

を作る事業が一般的に行われている。

（注５６） 特にマンジャンプルの主調査村会域

では村長に対する批判は大きかった。

（注５７） 質問票では良くなった理由も尋ねて

いる。その返答に基づくものである。

（注５８） 評価と土地所有面積に非線形の関係

がみいだせるかもしれないが，農業普及事業，

貧困緩和事業どちらを評価するにせよ，単純に

因果関係を想定できないのでここでは両変数の

関係について分析は行わない。

（注５９） そのような回答は５あった。Dhar and

Gupta（２００３，７９）によると，現在は村長と村開

発・パンチャーヤット官の実体的力関係は村長

に有利なようである。調査では４７人の村長の内，

村開発・パンチャーヤット官に十分な影響力を

もっていると答えた割合は７２パーセントである。

（注６０） 開発行政の諸事業の便益を得るとき

には「コミッション」が必要，村パンチャーヤ

ットの会計が不明など，多くの苦情が調査中に

伝わってきた。

（注６１） 調査時には村長は指定カーストに留

保されていたため，指定カースト出身の村長が

就任していた。しかし，彼は村パンチャーヤッ

トの事務を取る十分な読み書き能力がないこと，

運転手という職業柄村を離れることが多く，村

長として十分な仕事をできない状況であった。

しかし，留保される以前に村長であったクルミ

ー・カーストの有力者のバックアップで村パン

チャーヤットの仕事を維持していた。このよう

な状況は村人の間で周知の事実であった。しか

し，村人によれば，クルミー・カーストの有力

者は著しく村政をゆがめるようなことはなく，

村パンチャーヤットや村会の運営も適切に行わ

れていたとのことである。

（注６２） 質問票の回答から筆者集計。

（注６３） UP州 Jaunpur Districtの以下の調査で

は，誠実で農村開発にやる気のある村長は村の
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開発に成功する確率が高いが，それは少数で，

大部分は選挙に勝つことだけに汲々としている

という［Institute of Social Sciences n.d.,４０］。

（注６４） 「ローハール」は伝統的には鉄を扱

う鍛冶カーストとされてきた。

（注６５） ただし，村の現地調査ではパテール

とその他のカーストの間に大きな対立があると

いうことではない。むしろ，NP村は他の村より

もまとまりがよく平穏な村である。にもかかわ

らず，平穏ななかにあっても，政治的競争が存

在すると考えるべきであろう。例えば村レベル

に降りてくる政府の諸事業の受益者を選定する

場合などは競争が発生する。

（注６６） 封建的な農村部で女性を公的な場に

参加させるため，パンチャーヤット制度におい

ては，女性のための議席の留保制度があり，村

長，村会委員の３分の１がローテーションで女

性のために留保されている。しかし，女性は例

え選出されたとしても積極的でなく，夫や父親

が実際の決定を行っていることがほとんどと

いってよい。例えばMehta（２００２）は UP州の

GorakhpurとSaharanpur県をサーベイしたもの

であるが，同様の結論を得ている。

（注６７） 本稿のデータでみると，遠方への出

稼ぎを出している世帯の特徴は１８歳以下の男子

数が多い世帯である。出稼ぎを出す世帯である

かどうかは，経済資産，教育レベル，カースト

などとは統計的にはあまり関係はない。

（注６８） 質問票への応答では経済状況の改善

感・改悪感の理由も訪ねた。これは質的な答で

ある。

（注６９） 東UPでも近年，高収量品種，化学肥

料，トラクターなどを適用する近代的農業はか

なり発展したレベルにあり，これが，農民の経

済状況の改善，ひいては社会的地位の改善感に

つながっている［Shukla et al.２００７，２５３―２７１］。

（注７０） 教育レベル（educ）と経済資産（LAD）

のピアソンの相関係数は０．２９０で統計的に有意で

ある。

（注７１） 物理的に近いことが重要というのは

理念的にいえば望ましい姿ではない。村開発・

パンチャーヤット官などは農村に自ら出向きサ

ービスを提供することが求められている以上，

理想的にいえば郡開発室の所在地からの距離は

問題となるべきではない。郡開発室の規律，人

的資源，そして，地理的状況がやはりボトルネ

ックとなっていることがわかる。

（注７２） シュリヴァスタヴァの２００６年のUPの

パンチャーヤットと農村開発官僚制の研究では，

社会的，経済的不平等が甚だしくない場合，識

字率が高いまたは教育程度が高い場合は，人々

は集合的行動が取りやすく，パンチャーヤット

や開発行政は民主主義的に機能しやすいこと，

選挙で選ばれたパンチャーヤット・リーダーの

質が重要であること，そして，開発官僚制の質

およびそのパンチャーヤットとの関係が重要で

あること，などが指摘されている［Srivastava

２００６］。

（注７３）１９９４年のパンチャーヤット制度の強

化は自動的に優れた指導者の選出につながるわ

けではないが，定期的な選挙の確実な実施は少

なくとも評価が明確に悪い指導者＝村長を取り

除く働きをしており，長期的影響は大きい可能

性がある。例えばBD村会域の村長は開発利益の

不正取得など村人の間の評判は極めて悪かった。

そのためもあって２００５年８月の村長選挙では最

低票数で落選している。

（注７４） チェック機能が非常に弱いことが従

来から問題であった。そのため政治的に弱い村

パンチャーヤットからどのような苦情があろう

とも，非能率，腐敗の状況がなかなか改善しな

いという状況がある。しかし，近年の電子政府

化の試みは情報伝達の迅速性，オープン化など

の点において一定の改善を見込める方法といえ

よう。すでにアラハバード県では徐々にその過

程が進んでいるが，コーシャンビー県では遅れ

ている。

（注７５） 本稿の２つの県のデータを下に開発

をめぐるパンチャーヤット選挙などの様相を描

いた姉妹論文としてKondo（２００８）を参照。
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［付記］ 本稿は２００４年から２００６年のアジア経済

研究所海外派遣の成果の一部である。

（アジア経済研究所地域研究センター，２００７年

３月２６日受付，２００８年１０月３１日レフェリーの審査

を経て掲載決定）
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